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研究要旨  

本研究では、精神障害者の就労移行状況における課題の把握（１．中小企業との連携強

化方法の提示、２．短期間のリワークプログラムモデルの開発、３．地域における諸機関

との連携の標準化、４．疾病・服薬の運転技能への影響の検討、５．文献レビュー、６．

再休職状況の把握、うつ病患者をふくむ精神障害者に対する復職体制の構築（７．リワー

クプログラム利用群と非利用群の比較、８．リワークプログラムの費用と効果に関する医

療経済的研究、９．リワークマニュアルの有効性の検証、１０．リワーク施設職員の研修

体制および評価に関する研究、１１．リワークプログラムの多様化に対応したプログラム

のモデル化、１２．発達障害の特徴を有する対人関係障害者へのリワーク支援の系統化）、

精神障害の就労支援（１３．医療機関から精神保健福祉士等がアウトリーチを行うことの

有効性についての検討）を目的としている。 

１．中小企業との連携強化方法の提示 

一年目に、「中小企業において社員研修会等で使用できる一次予防スライドの作成」「復

職時の伝達項目の整理」「復職後のフォローアップツールの改訂」、二年目に「中小企業に

おいて、一次予防のために、社員研修会で使用できる分かりやすい資料の出版」「復職後の

フォローアップツールの改訂」「社会保険労務士を対象とする中小企業における包括的なメ

ンタルヘルス対応に関する講演会の有効性の確認」を行ない、最終年度には、社労士を対

象とする短時間の研修で、精神疾患、復職対応、リワークプログラムについての理解、復

職支援への自信が改善することが示された。精神疾患に罹患した従業員の支援にとりくん

でいる社労士と医療機関が連携して復職支援に取り組むことで、中小規模事業場への支援

を拡げられる可能性がある。 

２．短期間のリワークプログラムモデルの開発 

一年目に、短期リワークプログラムが 1年間の復職継続率を高める可能性が示された。

二年目に短期型を選択する患者と既存型を選択する患者には背景要因に違いがある可能性

が示された。三年目に、プログラム開始 3ヵ月間の変化を検討したところ、QOLがより低

かった既存型プログラム参加者のほうが 3ヵ月間の QOLの改善が大きかったが、社会機能、

復職準備性、抑うつ症状の変化は両群で差が認められなかった。今後、両プログラム間で、

6ヵ月後までの変化、復職までに要する期間、復職後の再発率、復職後の就労継続期間、復
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職後のワークパフォーマンスに差が認められるかどうかについて検討する。 

３．地域における諸機関との連携の標準化 

一年目に、「他の医療機関との連携が進んでいる実態の把握」「事業場との連携から高度

な情報提供が求められている傾向の把握」「事例対応の困難度に関連する要因の分析」「業

務量・人件費の試算」を行った。二年目に他院との連携方法、治療機関と企業との連携方

法、モデル文書の作成について、実態調査および問題点の抽出を行った。三年目の調査か

ら、事業場が希望する連携は、復職前/復職時に本人の特性を基にした業務・職場への配慮

事項について書面や診察面談によって行うことであった。こうした連携による支援を今後

確立的なものにしていくためにも、経済的な対価を得て、連携できるリワーク・コーディ

ネーターのようなスタッフを確保することが必要である。3年間の研究により、患者情報の

共有について治療機関と他院主治医と事業場のそれぞれについて実情を調べた。具体的な

連携方法や帳票、啓発用パンフレットを作成した。 

４．疾病・服薬の運転技能への影響の検討 

一年目に社会復帰準備期にあるうつ病患者では、残遺するうつ症状や認知機能障害があ

っても、運転技能については健常対照群と同等の水準であることを確認した。二年目に、

向精神薬は慢性投与下ではその影響は小さいことが示された。三年目の研究では、患者群

の多くが寛解しており、処方内容は、気分安定薬処方率 70％、ベンゾジアゼピン併用率 53％、

抗精神病薬併用率 57％、抗うつ薬併用率 33％、であった。また、患者群は健常者群に比し、

教育歴、運転頻度、年間走行距離、SASS が有意に低く、BDI が有意に高い結果であった。

運転課題においては、3課題のいずれについても両群で有意差はなかった。認知機能は、CPT

（p=0.05）とWCSTのカテゴリー達成度（p=0.028）およびセットの維持困難（p=0.016）が

患者群で有意に低下していたが、その他の認知課題については、両群で統計学的有意差は

認めなかった。患者群について、運転技能と背景情報、症状評価尺度、認知機能の変数間

において有意な関連は認めず、処方薬と運転技能についても明確な関連は認めなかった。

病状の安定した双極性障害患者の運転技能は健常者に比し低下しておらず、処方薬の慢性

投与が運転に与える影響は小さいことが示唆された。本研究結果は、一律に規定されてい

る、法律の厳罰化や添付文書記載は、議論の余地があることを示している。 

５．文献レビュー 

一年目に、文献検索のアルゴリズムを確定した。二年目に、「復職支援に関する介入研究

は数が少なく、また研究が行われている地域が、限局、偏在している」「対象が男性、精神

科施設での介入、24ヵ月以上の追跡調査が介入の有効性に関連している可能がある」こと

を示した。三年目には、英語論文を完成し、投稿した後、書き直しを行っている。最近、

リワーク支援プログラムに関する文献が新しく発表されており、文献レビューの対象論文

を変更して、再度作業を進めている。 

６．再休職状況の把握 

一年目に、再発時のストレス状況、上司の対応を把握するシート案を作成した。二年目
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に、再発時のストレス状況、上司の対応を把握するシートを作成した。三年目に、再発状

況の関連要因を評価するためのシートを完成し、産業医 16名を対象に有用性調査を行った。

その結果、「再休職時ストレス要因シート全体」「業務上ストレス」「プライベートのストレ

ス」の「分かりやすさ」「分類の妥当性」の評価（１～４）の平均および標準偏差は、それ

ぞれ、「再休職時ストレス要因シート全体」2.69(0.79), 3.20(0.68), 「業務上ストレス」3.00(0.63), 

3.25(0.77), 「プライベートのストレス」3.00(0.93), 3.50(0.73)というもので、概ね肯定的な評

価を得ることができた。 

７．リワークプログラム利用群と非利用群の比較 

一年目に、リワークプログラム利用群の長期予後については、復職後平均 4.8年、中央値

3.3年継続して就労できること、教育歴や職位が就労継続に影響すること、復職後の就労中

断は、そのおよそ半数が復職から 1年以内に生じることを明らかにした。二年目には、大

規模調査のための準備を行った。三年目には、対象者の診療録等の既存資料から後方視的

調査を行った。調査Ⅰでは、85施設のリワークプログラム利用者 5014人について検討した。

リワークプログラムからの脱落率は 20.5％であり、利用者の復職 1年後の就労継続推定値

は 83.2％であった。調査Ⅱでは、リワークプログラム利用者と非利用者について、傾向ス

コアによりマッチングした 446人の復職後の就労継続性を比較した。その結果、リワーク

プログラム利用者の就労継続性は有意に良好であった(p=0.001)。Cox比例ハザードモデルに

よる多変量解析においても、非利用の場合のハザード比は2.343 (95%CI: 1.456-3.772)であり、

リワークプログラムの再休職予防効果が示された。 

８．リワークプログラムの費用と効果に関する医療経済的研究 

一年目には、次年度以降に、データの収集と分析を行うための体制を整えた。二年目の

研究では、間接費用、すなわち労働生産性の損失については、欠勤等により発生する労働

生産性の損失である absenteeismは復職時より比較的少なく、1年を通して変化は見られな

かった。就労下において発生する罹病による労働生産性の損失である presenteeismについて

は、1年間の追跡の結果、有意な改善が見られていた。三年目の研究では、復職後の臨床的

症状の変化は、CES-Dおよび BSDSにより検討したが、いずれも有意な変化は見られなか

った。1年間の労働生産性の経時的変化について、HPQにより算出した各時点の直近 4週

間の状況を Friedman testによって検討した結果、absenteeism(p=0.002), presenteeism(p<0.000)

であり、いずれも有意に改善の傾向が見られた。 

９．リワーク指導マニュアルの RCT 

一年目に、リワークマニュアルの改訂、リワークマニュアルの有効性を検証するための

研究プロトコルの作成が行われた。二年目に復職決定時における活動性の維持は、復職継

続率を高める可能性が示された。三年目の研究では、介入群（15名）、対照群（10名）に

ついてフォローアップした結果を分析した。介入開始前の、復職準備性、抑うつ症状、SASS

得点に両群の差異は認めなかった。介入後 3ヵ月、6ヵ月時点で両群間の変化の差異は認め

なかった。 
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１０．リワーク施設職員の研修体制および評価に関する研究 

一年目は、研修事業内の概要・研修項目がまとめられ、内部評価項目の検討が開始され

た。二年目は、「基礎コース」「専門コース」研修を実施された。各施設におけるプログラ

ムの質の担保が確認できるような内部評価項目の検討を行い、外部評価を行うための方策

の検討も実施した。三年目には、リワーク実施施設でのプログラムの均てん化を図るため、

施設職員が受けるべき研修の内容について検討し、前年度の内容を改定した「基礎コース」

と「専門コース」研修を実施した。また研修で使用するテキストの作成を行い、書籍化し

た。研修会講師の養成に向け、リストアップされた一定の条件を満たす者が実際の研修会

に講師候補として参加した。スタッフ認定制度として認定スタッフと専門スタッフの 2段

階を設定し、リワークプログラムに対する理解度と実務経験をもとに区分するようにした。

さらにスタッフ認定制度と連動したリワーク施設における実地研修や研修手帳による管理

について具体的に検討した。 

１１．リワークプログラムの多様化に対応したプログラムのモデル化 

一年目は、53施設で行われている 111の独自性が高いプログラムについて分析を行った。

二年目は、9施設の調査を実施し、経済面、人材面、研究面、医療面での問題や課題を明ら

かにした。三年目は、明らかになった問題点に焦点を当て、本質的な部分でリワークプロ

グラムを安定して続けていくために必要な標準的中核プログラムと施設基準を示したガイ

ドラインとなる書籍の発行を目指し、原稿を完成させた。 

１２．発達障害の特徴を有する対人関係障害者へのリワーク支援の系統化 

一年目は、リワークプログラムにおいて原則とするべき方針、発達障害の観点から望ま

しいと考えられる助言をまとめた。二年目は、「能力発達のばらつきへのリワーク支援の手

引き」を 20回改訂した。三年目は、「手引き」の有用性調査を行ない、発達障害の特徴を

有する対人関係障害者へのリワーク支援を行っている 27名から回答を得ることができて、

「手引きのわかりやすさ」「対象のわかりやすさ」「診断に関わらない支援の容易さ」「スタ

ッフに役に立つか」「患者に役立つか」「職域に役に立つか」について、評価（１～４）を

求めたところ、それぞれの評価の平均および標準偏差は、3.37(0.69), 3.31(0.68), 3.04(0.65), 

3.22(0.85), 3.08(0.57), 2.85(0.80) であった。職域への有用性については、評価がやや低かっ

たが、そのほかの項目については、概ね肯定的な評価を得ることができた。 

１３．医療機関から精神保健福祉士等がアウトリーチを行うことの有効性についての検

討 

一年目に、参加機関が一般就労を目指す援助付雇用としての水準を満たしていることを

確認した。二年目に、参加 13機関のフィデリティ得点、対象者の性別、平均年齢、GAF得

点は、過去の援助付き雇用に関する研究における対象者の数値と比較し、統計的な有意差

はないことを確認した。三年目は、援助付き雇用型サービスを行う就労支援機関における

新規の統合失調症の利用者を対象に、12ヵ月の前向き調査を行った。各機関が提供する援

助付き雇用型サービスの質を評価した。援助付き雇用型サービスは利用者に多くの就労機
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会や長い就労期間、機能の改善をもたらす可能性がある。一方で、日本の文化では就労が

利用者の主観的な生活の質やウェルビーイングの向上に必ずしも結びつかない可能性があ

り、今後の課題となった。プロセスデータの解析から、本調査のように就労アウトカムに

関する高い効果をもたらすサービスには事業所外でのサービスが含まれることを明らかに

したが、集中的なサービスは 9ヵ月目までに提供されていた。 

 

研究分担者氏名・所属機関名及び所属研究機関における職名 

五十嵐 良雄 メディカルケア虎ノ門       院長 

尾崎 紀夫  名古屋大学大学院医学系研究科精神医学    教授 

酒井 佳永  跡見学園女子大学文学部臨床心理学科   准教授 
堀 輝    産業医科大学医学部精神医学     助教授 
山口 創生   国立精神・神経センター精神保健研究所社会復帰相談部   室長 

山内 慶太  應義塾大学看護医療学部・大学院健康マネジメント研究科 教授 

 

 

 

A．研究目的  

本研究の各課題の目的は、以下のようで

ある。 

【中小企業との連携強化方法の提示】 

わが国の労働人口の 60%以上は中小企業

で就労している。中小企業には、産業医、

産業保健スタッフがいないことが多く、メ

ンタルヘルスに関する一次、二次、三次予

防活動が円滑に進められず、中小企業で就

労する多くの労働者に、実効的なメンタル

ヘルス対策が行われていない。 

精神保健に関する専門的な研修をつんで

いない社会保険労務士や企業担当者などで

も活用できる一次、二次、三次予防活動の

ための実務的なツールを整理した。また、

ツールの使用や医療施設との連携に関する

講習会を行い、社会保険労務士に対する講

習会の有用性について調査を行った。 

 

【短期間のリワークプログラムモデルの開

発】 

これまでのリワークプログラムの平均参

加期間は 250.4日とされており、これは中

小企業においては許容できる休務期間を超

える。また医療費の削減や労働生産性損失

の削減といった医療経済的な側面からも、

より短期間で実施されるリワークプログラ

ムへの社会的な要請は高い。 

そこで本研究では、 

① 短期型リワークプログラムと既存型リ

ワークプログラムを実施し、プログラ

ム前後および復職後のアウトカムを比

較する。 

② 短期型リワークプログラムの医療経済

的な評価を行う 

ことを目的とする。 

 

【地域における諸機関との連携の標準化】 

休職者が復職をするときには所属先事業

場との間で病状の回復状態について情報の

やり取りの必要性が生まれてくる。その際
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は産業医や産業保健スタッフなどの医療専

門職ばかりでなく、人事労務担当者や上司

などが連携先となる。 

本研究でこれらの連携を検討するにあた

り、初年度では、うつ病リワーク研究会の

基礎調査における各種連携の実態研究 1、

実際に連携を行った事例に関する調査の研

究 2 を実施した。2 年度目は、実態調査と

して「治療機関と他院主治医との連携」に

関する実態調査研究 3、「治療機関と企業と

の連携」に関する実態調査研究 4 を実施し

た。また、治療機関が連携時に使用してい

る各種帳票を提出していただき参考にした

モデル文書の作成を研究 5 とした。3 年度

目は、事業場側に対して、治療施設との連

携の実態、要望、阻害要因等を調査し研究

6 とした。また、連携の重要性と標準的な

方法を理解してもらうためのパンフレット

作成を研究 7 とし、諸機関との連携を強化

し患者の支援に役立てることを目指した。 

 

【疾病・服薬の運転技能への影響の検討】 

近年、自動車運転死傷行為処罰法や改正

道路交通法が施行され、精神障害や薬剤に

よる影響と判断された交通事故や虚偽申告

が厳罰化されるという社会的背景に加え、

大多数の向精神薬の添付文書が、服用中の

運転中止を明記している。向精神薬は再発

予防効果を有し、社会復帰後も継続服用が

不可欠であるため、これら一律の規定は、

病状の如何にかかわらず、服用中の運転中

止を求めざるを得ない。一部の大都市を除

けば、精神障害者の就労や社会生活に大き

な支障が生じているのが現状である。しか

しながら、厳罰化や添付文書記載を裏付け

る実証的データは乏しく、十分な証左がな

いまま議論されているのが現状である。 

そこで、本研究では、不眠が必発である

精神疾患においても処方頻度の高い、作用

機序の異なる睡眠薬が、運転技能に与える

影響を検討した。次に、社会復帰準備期に

あるうつ病患者の運転技能を検討した。最

後に、うつ病患者での検討を踏まえ、病状

の安定した双極性障害患者の運転技能を予

備的に検討した。 

 

【文献レビュー】 

リワーク支援プログラムに関する文献レ

ビューは、まだ十分に行われていない。今

回の研究では、精神疾患を有している企業

社員の、復職までの期間の短縮または復職

後の就労継続を支援するための非薬物的介

入で、コントロール群がある研究に関する

文献を、MEDLINE、Psychoinfo、Web of 

science、Cochrane のエンジン検索でレビュ

ーした。 

 

【再休職状況の把握】 

復職後の再発には、業務上ストレス（処

遇、対人関係ストレス、作業ストレスなど）、

業務外の個人的なストレス、精神症状や機

能の回復状況などが複合的に影響する。 

再発状況について、系統的に関連要因を

把握するためにシートを開発し、シートの

有用性について、産業医を対象に調査を行

なった。 

 

【リワークプログラム利用群と非利用群の

比較】 

リワークプログラム利用群の就労予後を

示し、大規模調査により利用群と非利用群

の予後について、より一般化されたアウト
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カムを明らかにする。 

 

【リワークプログラムの費用と効果に関す

る医療経済的研究】 

罹病による労働生産性の損失は、欠勤等

により発生する absenteeismと、就業してい

るものの作業能率の低下等により発生する

presenteeismの 2つに大別されるが、後者の

方が相対的に大きいことが知られている。

本研究では、リワークプログラムを利用し

た、気分障害による長期休職者を対象に、

復職後の労働生産性の経時的変化を明らか

にすることを目的として調査を実施した。 

 

【リワーク指導マニュアルの RCT】 

復職の準備段階から通常勤務が可能とな

るまでの期間に、医療機関の治療スタッフ

及び患者本人が利用するリワークマニュア

ルが作成されている。本研究では、リワー

クマニュアルに基づいた指導が、気分障害

からの復職を目指す休職者の機能の改善、

復職にいたるまでの期間短縮、および復職

後の再発予防にもたらす効果を検証した。 

 

【リワーク施設職員の研修体制および評価

に関する研究】 

本研究の目的は、リワークプログラムの

均てん化にある。そのための施策として、 

① リワークスタッフ向けの教育・研修会

の開催 

② 研修テキストの作成 

③ 研修会講師の養成 

④ スタッフ認定制度の創設 

を行った。 

 

【リワークプログラムの多様化に対応し

たプログラムのモデル化】 

地域や施設の特性による特徴的なプログ

ラムの要素を分析し、特性を尊重しつつ質

を担保されたプログラムを提供できる体制

を強化する。 

 
【発達障害の特徴を有する対人関係障害
者へのリワーク支援の系統化】 
先行研究によれば、気分障害等の診断で
受診する成人患者に高い割合で発達障害の
特性がみられる。発達障害の専門家が不足
していたために、小児期に発達障害への診
断や支援を受けることなく生育し、学業の
遂行、就職は果たしたものの就労継続に困
難をきたし、気分障害等の診断を受けてい
る対象が相当数存在する。本研究では、発
達障害の特徴を有する対人関係障害者への
リワーク支援のために手引きを開発し、リ
ワーク支援を行っているスタッフを対象に
手引きの有用性調査を行なった。 
 

【医療機関から精神保健福祉士等がアウト

リーチを行うことの有効性についての検

討】 

本研究では、重い精神障害（本研究では

統合失調症）を抱える者を対象として、複

数の尺度やツールを用い、複合的なアウト

カムやサービス提供量、コストを測定し、

効果的なサービスを模索することを目的と

する。より具体的な目的は、下記に要約さ

れる； 

・統合失調症を持つ利用者における援助付

き雇用型サービスの就労アウトカムお

よび臨床アウトカムの効果を検証する

こと 

・援助付き雇用型サービスにおける就労や

就労期間に影響する個人要因を検証す

ること 

・援助付き雇用型サービスにおける就労支

援員とケースマネージャーのサービス



 8 / 45 
 

提供量とサービス内容を検証すること 

 

B．研究方法  

【中小企業との連携強化方法の提示】 

一年目 

中小企業の社員研修会の経験がある専門

家で、集団認知行動療法の理論を背景とし

たメンタルヘルス一次予防のスライドおよ

び付帯資料を作成した。中小企業の健康管

理に経験がある専門家で、復職時の伝達項

目の整理を行った。中小企業の健康管理に

経験がある分担研究者等の専門家で、先行

研究で作成されていた資料の改訂を行った。 

二年目 

メンタルヘルス一次予防のスライドおよ

び付帯資料を収めた書籍を刊行した。社会

保険労務士からの聞き取りに基づいて、復

職後のフォローアップツールの改訂を行っ

た。中小企業におけるメンタルヘルス管理

について、社会保険労務士を対象とする、

セミナーを行い、セミナーの効果検証を行

った。 

三年目 

 二年目までに作成されたツールを整理し

た。これらのツールの使用方法について社

会保険労務士を対象とした講習会を行い、

「精神疾患に対する理解」「復職する従業員

への対応についての理解」「リワークプログ

ラムについての理解」「復職する従業員を支

援する自信」の 4 項目に関する、講習会の

有用性について調査を行った。 

 

【短期間のリワークプログラムモデルの開

発】 

１）対象 

対象は、調査実施機関である品川駅前メ

ンタルクリニックにおいて実施する、短期

型および既存型のリワークプログラムの利

用を希望する患者のうち、ICD-10の気分障

害（F3）の診断基準を満たすものとする。

除外基準は ICD-10の統合失調症（F2）、脳

器質性精神疾患（F0）、物質依存性障害（F1）

の診断基準を満たすものとする。 

２）研究デザイン 

本研究はランダム割り付けを伴わない前

向き比較対照試験である。どちらのプログ

ラムに参加するかは対象者の希望で決定す

る。 

評価者の盲検化は行わないが、期待によ

るバイアスを避けるため、評価者はリワー

クプログラムの実施や研究に関わらない独

立したリサーチアシスタントが担当する。 

３）介入内容 

既存型リワークプログラムと短期型リワ

ークプログラムは、ジョブトレーニング、

心理社会教育、集団認知行動療法、グルー

プワーク、スポーツなどのプログラムを通

じて、社会機能の回復および再発予防を目

指すプログラムである。既存型リワークプ

ログラムと短期型リワークプログラムの違

いは、プログラム実施期間であるが、その

ほかにも以下のような違いがある。 

既存型のリワークプログラムは内省モデ

ルに基づいて行われるのに対し、短期型リ

ワークプログラムは行動モデルに基づいて

行われる。プログラム内容の特徴としては、

既存型のリワークプログラムと比較して心
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理教育・演習の割合が少なく、ジョブトレ

ーニングの割合が多い。またプログラムに

おいて達成すべき目標設定も、既存型リワ

ークプログラムと比較して少ない。 

また短期型プログラムは 3ヵ月から 6ヵ

月程度しか休職することができないという

社会的ニーズに対応し、比較的短期間での

プログラム卒業が可能であるが、既存型プ

ログラムは最低 1年間の休職期間が残って

いることが望ましい。 

各プログラムはそれぞれ担当の精神保健

福祉士や心理士が配置され、週 5日のプロ

グラムを実施している。 

 介入期間は対象者の状態により個人差が

あるが、短期型プログラムについては 4ヵ

月から 6ヵ月、既存型プログラムについて

は 8ヵ月から 12ヵ月程度となることが想定

されている。 

４）評価項目 

①介入前後の変化に関する評価 

プログラム開始時点、開始 3／6ヵ月後、

復職決定時に以下の評価を実施する。 

 社会機能：Social Adaptation Self- 

evaluation Scale (Bosc et al., 1997) 

 復職準備性：復職準備性評価尺度(酒井 

et al., 2012) 

 精神症状：ハミルトンうつ病評価尺度 

(Hamilton, 1960)、Beck Depression Index-II 

(Beck et al., 1996) 

 非機能的態度：Dysfunctional Attitude 

Scale-24 (Power, 1995) 

 健康関連 QOL（EQ-5D-5L；(Herdman et al., 

2011) 

⑤ 変量 

リワークのプロセスに影響を与える可能

性のある要因として、性、年齢、教育歴、

婚姻状況、職位、職種、事業所規模、転職

経験、精神科的診断（ICD-10）、罹病期間、

初発年齢、過去の休職回数、過去の休職期

間、今回休職の期間等について調査を行う。 

５）解析 

短期型リワークプログラム群と既存型リ

ワークプログラム群の間に、介入開始から

3ヵ月後および 6ヵ月後までの主要評価項

目および副次的評価項目の変化に差がある

かどうかについて反復測定分散分析を用い

て検討する。 

統計解析は SPSS for Windows 21.0 (IBM, 

Armonk, NY, USA)を用いて行った。 

 

【地域における諸機関との連携の標準化】 

研究 1 

うつ病リワーク研究会の会員施設に対し

毎年実施している基礎調査における連携と

関連する項目について、平成 20～26年度の

7年間のデータを再集計した。 

研究 2 

研究 1 で得られた基礎調査の知見に基づ

き、連携を行っている治療機関に対し連携

の内容に関するアンケート調査を 2 回実施

した。 

研究 3, 4 

うつ病リワーク研究会の会員施設 194 施

設に調査票を送付し、136 施設から回答が

得られ、回収率としては 70.1％であった。 

研究 5 
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うつ病リワーク研究会の会員施設 194 施

設に対し実際に連携する際に使用している

帳票の送付を依頼し、24施設から 48種の帳

票を得ることができた。各帳票の利用方法と

目的から共通する要素をまとめ、モデル帳票

とその使用法を整理した。 

研究 6 

 2014 年にうつ病リワーク研究会に所属す

る治療機関を対象に、リワークプログラムを

通して連携し関係性のある事業場について

調査したところ 23 治療機関より 108事業場

の報告があった。 

うつ病リワーク研究会の会員施設 23 治療機

関と関係性のある 106 事業場へ調査票を送

付した。その結果、62事業場 63名の回答を

得た（回答率 59.4％）。  

研究 7 

 医療機関などで使用される各種パンフレ

ットを参考にどのような形式・体裁のもの

が手軽に使用してもらえるかという点を検

討した。使用いただく対象者として、 

A) リワークプログラムの利用を検討して

いる患者 

B) その家族 

C) その主治医（他院含む） 

D) 勤務先の産業医や産業保健スタッフ 

E) 地域の関係諸機関 

を想定した。 

 

【疾病・服薬の運転技能への影響の検討】 

対象 

 睡眠薬服薬群として、運転免許を有し、

日常的に運転を行う健常男性 17名。患者群

として、運転免許を有し、運転歴のあるう

つ病患者 68 名と年齢と性をマッチさせた

健常対照者 67名、運転免許を有し、運転歴

のある双極性障害患者 30 名と年齢と性を

マッチさせた健常者 31名であった。健常性

については精神科診断面接（SCID）により

身体疾患や精神障害を有さないことを確認

した。 

 

方法 

 睡眠薬服薬群に対しては、ベンゾジアゼ

ピン系睡眠薬であるトリアゾラム（TZM）

0.125mgと、メラトニン作動薬であるラメ

ルテオン（RMT）8mg、及びプラセボ（PCB）

を用いた二重盲検，クロスオーバー試験法

（Wash Out 期間は 1週間以上）を行い, 服

用前、服用 1時間後、4時間後で運転技能、

認知機能、平衡機能を評価した。運転業務

を模した課題として、運転シミュレータを

用いて、追従走行課題（先行車との車間距

離をどれだけ維持できるか）、車線維持課題

（横方向での揺れの程度）、飛び出し課題

（ブレーキ反応時間）の 3課題を、十分な

練習の上で施行した。また認知機能試験と

しては、Continuous Performance Test（CPT：

持続的注意）、Trail Making Test（TMT：遂

行機能、処理速度、視覚的注意）、N-back test

（作業記憶）の 3課題を行った。眠気の影

響を検討するために、課題施行時の Stanford

眠気尺度（SSS）を評価した。平衡機能とし

ては、重心動揺計を用い、開眼・閉眼時の

重心動揺の外周面積を測定した。 

 患者群に対しては、運転シミュレータ 3

課題、認知機能試験としては、CPT、

Wisconsin Card Sorting Test （WCST：遂行機

能）、TMTの 3課題を行った。症状評価と

して、ヤング躁病評価尺度（YMRS）、ハミ

ルトンうつ病評価尺度（HAMD）、ベック抑

うつ質問票（BDI）、自記式社会適応度評価
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尺度（SASS）、Stanford眠気尺度（SSS）を

行い、その他、教育年数、運転歴、運転頻

度、年間走行距離、処方薬を確認した。 

 

【文献レビュー】 

一年目 

PRISMA-P に関する指針に基づいて、サ

ーチストラテジーを決定することとした。 

二年目 

精神疾患を有している企業社員の、復職

までの期間の短縮または復職後の就労継続

を支援するための非薬物的介入で、コント

ロール群がある研究に関する文献を、

MEDLINE、Psychoinfo、Web of science、

Cochrane のエンジン検索でレビューを行

ない、エビデンスの統合を行った。 

三年目 

英語論文を完成し、投稿した後、二年目

に行われたレビュー後に発表された論文の

知見を加えて、英語論文の書き直しを行っ

ている。 

 

【再休職状況の把握】 

一年目 

 厚生労働省の「精神障害の労災認定基準 

平成 23 年 12 月」および、これまでに発表

されている知見（Johnston ら 2015、Munir

ら 2012、Lemieux ら 2011、塩崎ら 2010、

井上ら 2010、原口ら 2009）に基づいて、

再発時のストレス状況を確認するシートを

作成した。 

二年目 

リワーク、産業精神保健、発達障害の専

門家からの情報収集に基づいて、業務内外

ストレスシート、上司の対応調査シートの

改訂を行った。 

三年目 

再発状況の関連要因を評価するためのシ

ートを完成し、産業医 16 名を対象に、「再

休職時ストレス要因シート全体」「業務上ス

トレス」「プライベートのストレス」の「分

かりやすさ」「分類の妥当性」について、１

～４点で評価を求めた。 

 

【リワークプログラム利用群と非利用群の

比較】 

1) リワークプログラム利用群の長期予後 

対象 

本研究の対象者は、精神疾患のために休

職し、2002 年 9 月から 2006 年 3 月にかけ

てNTT東日本関東病院の復職支援プログラ

ムに参加して復職した休職者 43 人のうち、

調査への同意が得られなかった 5 人を除く

38人（88.4%）であった。 

評価項目 

就労継続期間の定義は、復職辞令交付か

ら、精神疾患を理由とした診断書による休

職が生じるまでの期間とした。就労中断す

ることがなく調査日を迎えたものは調査日

で、退職したものについては退職日で観察

終了とした。 

2) リワークプログラム利用者の就労予後

に関する大規模調査 

 対象施設は、リワークプログラム実施医

療機関であり、うつ病リワーク研究会に

2013年までの正会員として登録された施設

である。対象者の組入基準は、精神疾患に

よる休職した者のうち、2007年1月～2014

年12月の8年の間の復職者である。 

 対象者の復職から1年間の就労状況につ
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いて調査を行った。1年間の就労継続性につ

いては、Kaplan-Meier法による評価を行った。

この際、起算日を基準復職日とし、イベン

トを精神疾患による再休職、失職または自

殺とした。ベースライン調査では、①基本

属性（性別、復職時年齢）、②休職状況（休

職回数、今回の休職期間）、③疾病情報

（ICD-10による主診断、DSM-Ⅴによる双極

Ⅱ型障害の可能性、発達障害の可能性の有

無）、④就労情報（業種、企業規模）、⑤

リワークプログラム利用期間を調査した。 

3) リワークプログラム利用者と非利用者

の復職後の就労継続状況の比較 

 対象施設は、リワークプログラム利用群

は、うつ病リワーク研究会正会員施設、非

利用群は、企業の健康管理室である。対象

者は、2007年 1月～2014年 12月の 8年の

間の復職者のうち、気分障害患者のみを対

象とし、その就労継続性の比較検討を実施

した。 

 主要評価項目は、復職後の1年間の就労継

続日数および再休職の有無である。ベース

ライン調査では、①基本属性（性別、復職

時年齢）、②休職状況（今回の休職期間）、

③疾病情報（DSM-Ⅴによる双極Ⅱ型障害の

可能性）、④就労情報（企業規模）を調査

した。 

 リワークプログラム利用者と非利用者の

就労継続性の比較検討に対する必要症例数

は、先行研究データを参考に、1 年後の就

労継続率をリワークプログラム群 0.8、通常

治療群 0.65 と仮定し、検出力 0.9、有意水

準 0.05、割り付け比率 1:1とした上で、380

人（190人：190人）とした。 

 リワークプログラム利用者と非利用者の

間には、その特性に差異があることが考え

られる。リワークプログラムへの適用に伴

う交絡を調整する目的により、リワークプ

ログラムの有無を従属変数、ベースライン

調査の 5 項目を共変量とした、傾向スコア

によるマッチングを実施し、両群の属性の

バランスを合わせた上で、就労継続性の比

較を実施する。解析は、log-rank検定を実施

した。さらに、両群を一つの集団にした上

で、多変量 Cox比例ハザートモデルにより

再休職要因の検討を実施した。 

 

【リワークプログラムの費用と効果に関す

る医療経済的研究】 

1) 対象 

 16 都道府県 26 の医療機関にて調査を実

施した。対象者の組入基準は、①気分障害、

②今回の復職にあたっての休職期間が 10

ヶ月以上であり、リワークプログラムを利

用した者、③20歳以上、の全てに該当する

長期休職者とした。 

 

2) 調査方法と調査項目 

 調査は、復職時のベースライン調査、復

職1、6、12ヶ月後の復職後調査の計4回実施

した。労働生産性および就労状況や治療状

況などに関する自記式質問紙調査票を郵送

により送付回収した。 

 主要評価は、HPQ 4),5)(WHO Health and 

Work Performance Questionnaire short form日

本語版)により、出勤しているものの健康上

の問題による労働生産性の低下を意味する

presenteeism、欠勤等により発生する労働生

産性の低下である absenteeismとした。また

副次的評価として、 CES-D6)(center for 

epidemilogic studies depression scale)による

うつ病自己評価尺度、BSDS7)（Bipolar 
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Spectrum Diagnostic Scale）による双極性障

害のスクリーニング、EQ5-D8)による QOL

評価を実施した。 

 対象者の性別、年齢、婚姻状況、教育歴

等の基本属性をはじめ、休職歴や試し出勤

状況等の復職時状況、勤続年数、業種、職

種、職階、企業規模、産業医体制、転職経

験等の就労環境、診断名、リワークプログ

ラム利用状況、治療期間、受診間隔、保険

種類、医療費、自立支援医療利用状況、服

薬内容、リワークプログラムに対する満足

度(CSQ-89))などの治療関連状況の情報も併

せて調査した。 

 本研究における「復職日」とは、事業場

の辞令に相当するものの発令による正式な

復職日とした。試し出勤等の制度を利用し

た場合は、その後の復職日を正式な復職日

とした。 

  

3)研究期間 

 本研究は、平成 26〜28年度の 3年間にわ

たり実施した。組入は、平成 26 年 10 月よ

り開始し、すべての対象者の追跡期間終了

まで実施した。 

 

4)解析方法 

 復職後の労働生産性の回復の検討として、

HPQの評価方法に従い、absenteeismと

presenteeismのそれぞれの絶対値の復職後

の経時的変化を Friedman testにより検討し

た。医療費については、平成 28年度改訂診

療報酬の基準により、再診料、通院在宅精

神療法、薬剤料、調剤処方料を個別に算定

し、それを実際の通院頻度に合わせ、1ヶ

月分に計算した。 

 

【リワーク指導マニュアルの RCT】 

① リワークマニュアルの改訂 

 リワークマニュアルを実践での使いやす

さや現状に合わせた形にするために研究分

担者で集まり、会議を行いさらに改訂をす

すめた。 

② リワークマニュアルを用いた気分障害

患者の復職に対する有効性の研究 

対象患者は以下の通りである 

・気分障害により休職中である。 

・リワークチェックリストの項目１～９の

平均が 1.5を超えている。 

・職場の定める休職満了退職となる日まで

の期間が 6ヵ月以上 

・復職の希望を表明している 

介入内容 

介入群：主治医による通常治療に加え、主

治医とは異なる治療スタッフがリワークマ

ニュアルに基づいた指導を行う。リワーク

マニュアルは復職の手順を11のステップに

わけ、患者の状態に応じて進行していく。

ステップによっては、配布資料を用いて、

同居者や職場への働きかけを行うという内

容も含む。 

対照群：主治医による通常治療を行う。 

【評価】 

評価項目および評価実施時期 

 

SASS：Social Adaptation self-evaluation scale 

HAM-D：Hamilton depression rating scale 

BDI-II：Beck depression index-II 
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PDDS: Perceived Discrimination Devaluation 

Scale 

 

有効性の評価 

（１） 主要アウトカム 

① 介入開始から 3 ヵ月/6 ヵ月後まで

の SASS および復職準備性評価尺

度の変化 

② 介入開始から復職までの期間 

③ 復職後の就労継続 

（２） 副次的アウトカム 

① 介入開始から 3 ヵ月/6 ヵ月後まで

の精神症状の変化 

 

統計解析（主要アウトカム） 

① 介入群と対照群間で介入開始から 3

ヵ月/6 ヵ月後の SASS/復職準備性の

変化を比較する 

② 介入群と対照群の休職開始から復職

までの期間を比較 

③ 介入群と対照群における復職後の就

労継続期間を生存分析で比較する 

 

【リワーク施設職員の研修体制および評価

に関する研究】 

うつ病リワーク研究会 ワーキングチー

ムを次のように開催し検討を行った。 

第１回 28年6月5日(日)9時～13時 

第２回 28年6月19日(日)9時～13時 

第３回 28年9月4日(日)9時～13時 

第４回 28年10月2日(日)9時～13時 

第５回 28年12月11日(日)9時～13時 

第６回 29年2月12日(日)9時～13時  

 

【リワークプログラムの多様化に対応した

プログラムのモデル化】 

①ワーキングチームの設置 

リワークプログラムの本質的な部分を実

践するための標準的中核プログラムと施設

基準を議論するために、多施設からリワー

クプログラムの経験の長い職員を集め、多

職種で構成されるワーキングチームを設置

した。 

②ガイドラインの作成 

以下の内容についてワーキングチーム全

体でレビューを行って各項目を定めた。編

集方針に関しては公益財団法人 日本医療

機能評価機構 編「病院機能評価 機能種別

版評価項目 精神科病院 評価の視点/評価

の要素 2014年 9月 30日版」を参考にした。 

・基準を定めるべき項目の選定 

・各項目を「評価の視点」として定義 

・各項目を Yes/Noで答えられる「評価の要

素」として細分化 

・各項目に解説を付与 

 

【発達障害の特徴を有する対人関係障害者

へのリワーク支援の系統化】 

一年目 

情報収集のための質問紙を作成し、リワ

ークプログラムスタッフ、発達障害の専門

家から情報収集を行った。 

二年目 

分担研究者が、手引きの原案を作成し、

発達障害の専門家からのフィードバックに

基づいて、20回、原案の改訂を行った。 

三年目 

エキスパートコンセンサスにより作成さ

れた「手引き」について、リワークプログ

ラム 26 施設のスタッフを対象とした有用

性調査を行った。「手引きのわかりやすさ」

「対象のわかりやすさ」「診断に関わらない
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支援の容易さ」「スタッフに役に立つか」「職

域に役に立つか」について、１～４点で、

評価を求めた。 

 

【医療機関から精神保健福祉士等がアウト

リーチを行うことの有効性についての検討】 

1. 研究デザイン 

本研究の基本デザインは、ナチュラルコ

ース・コホート研究であった。 

2. 研究参加機関と対象者 

本研究は、精神障害者に対する就労サー

ビス（保護/福祉的就労ではなく、利用者の

一般企業での就職を目指す）を提供する機

関のうち、IPSや援助付き雇用型サービスを

提供する機関あるいは志向する機関を対象

とした。具体的には、これまでに日本版個

別型援助付き雇用フィデリティ調査を受け

たことがある機関に研究協力の依頼をした。

これらのうち、本研究への参加に承諾を得

た機関を対象とした。 

対象者のリクルートには以下の 1)〜4)の

導入基準を定めた；1) ICD-10の F2（統合失

調症圏）の診断がある者、2) 年齢 20 歳以

上 60 歳未満の者、3) 研究協力機関の就労

支援を新規で受ける利用者、4) 書面での同

意を得られる者。これら 4 つの基準を全て

満たす者を本研究の対象者とした。本研究

は、効果測定研究ではないため、サンプル

サイズの計算は行わなかった。各機関から

2 名から 5名程度をエントリーし、合計 50

名を分析対象とすることを目標とした。 
3. 手順 

2014年 12月 1日から 2015年 11月 30日

までの間に、各研究参加機関の担当スタッ

フが導入基準に合う者全てに口頭および文

書にて、調査の目的や内容、拒否する権利、

拒否による不利益は生じないことなどを説

明した。調査への参加に承諾した対象者か

らは、文書による同意書を得た。本研究は、

国立精神神経・医療研究センターの倫理審

査委員会にて審査を受け承認を得ている

（No. A2014-078）。 

文書による同意を得た対象者には、ベー

スライン調査の協力を依頼した。ベースラ

イン調査の後、対象者は各機関の就労支援

を受け始め、支援開始から 6ヵ月後と 12ヵ

月後に追跡調査を実施した。 

4. アウトカム 

本研究は、包括的なアウトカム指標を用

いた。研究参加機関には、調査や尺度等の

説明を含めた研修を実施した。以下に紹介

する尺度に関して、観察評価が必要な尺度

等は、研修に参加した各機関の研究協力者

により評価された。 

1) 就労アウトカム 

本研究では、就労アウトカムとして、12

ヵ月間の就労の有無、就労期間に関する情

報を収集した。さらに最初の就労までの期

間を計算した。本研究の就労は、就労継続

A型および B型や職場実習を除く、最低賃

金が支払われる職場にて、1 日以上働くこ

とを指す。 

2) Global Assessment of Functioning (GAF)  

GAFは国際的に広く精神科領域で用いら

れている観察評価尺度で、患者の社会機能

と精神症状の双方の観点から対象者の全般

的機能を評価する。 

3) Life Assessment Scale for the Mentally Ill 

(LASMI) 

LASMI は社会的機能を測定する尺度で

ある。利用者のことをよく知るサービス提

供者により評価される観察評価尺度である。
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「日常生活」（12項目）、「対人関係」（13項

目）、「労働または課題の遂行」（10 項目）、

「持続性・安定性」（2 項目）、「自己認識」

（3 項目）から構成され、各項目は 4 段階

で評定される。点数が高いほど機能が低い

と判定される。 

4) Motivation for competitive employment 

scale for persons with severe mental illness 

(MOCES) 

MOCESは、Horioによって開発中の精神

障害者における競争的雇用に関するモチベ

ーションを測定する尺度である。4 件法で

本人が回答する自記式尺度である。本尺度

の項目例として、「仕事をすることは楽しい

と思うから」「仕事をすることで、他の人と

話す時間を増やしたい」「経済的に自立した

生活を送りたい」などがある。また、就職

したい気持ちの強さは、「強くない」「あま

り強くない」「やや強い」「強い」の中から

該当するものを選択するようになっている。 

 

5) Medical Outcome Study 8-Item Short-Form 

Health Survey (SF-8) 

SF-8 は健康関連の生活の質（quality of 

life: QOL）を測定する尺度であり、「全般的

にみて、過去 1 ヵ月間のあなたの健康状態

はいかがでしたか」「過去 1ヵ月間に、体の

痛みはどのくらいありましたか」などの 8

項目の自記式評価尺度で、5 段階で評定さ

れる。点数が高いほど、QOLが高いと判断

される。 

6) 心理的ウェルビーイング尺度：短縮版

（PWS） 

心理的ウェルビーイング尺度は、Ryff と

Keysによって開発され、西田により日本語

版とその短縮版が作成されている。この短

縮版は 6つの下位尺度からなる 30項目の自

記式尺度であり、各項目は 5 段階で評定さ

れる。 

下位尺度はそれぞれ 5 項目で構成され、

「人格的成長」「人生における目的」「自律

性」「自己受容」「環境制御力」「積極的な他

者関係」の 6 つである。点数が高いほど心

理的ウェルビーイングが高いとみなされる。 

7) ストレングス志向性尺度：利用評価版

（SS-User） 

ストレングス志向性尺度は、利用者がス

タッフの態度を評価する尺度で、10 項目 4

段階評定である。項目例は、「スタッフは、

あなたがやってみたいと言ったことに「い

いね」と言ってくれる」「スタッフは、あな

たのストレングスを活かし伸ばしていく方

法を、一緒に何かをしながら考えてくれる」

などがある。点数が高いほど、利用者から

みたスタッフのストレングス志向性が高い

ことを意味する。 

5. プロセスデータ 

1) サービスコード票 

研究対象者を支援するスタッフの支援内

容と支援投入時間量をモニタリングするた

めに、サービスコード票を用いた調査を実

施した。支援スタッフ（ケースマネージャ

ーと就労支援員）は、対象者にサービスを

提供した日に、サービスコード票に用意さ

れたカテゴリーの中から自身の提供したサ

ービスに最も近い項目を選択し、サービス

提供時間、対象者数、スタッフ数等を記載

した。サービスコード票は、就労支援員が

記入するものと、ケースマネージャーが記

入するものの 2 種類が用意された。この指

標は、2011年度から 2013年度にかけて実施

された厚労科研「地域生活中心」を推進す



 17 / 45 
 

る、地域精神科医療モデル作りとその効果

検証に関する研究にて作成された調査票を

改訂したもので、アウトリーチ型のケース

マネジメントに関する研究でも使用された。 

2) フィデリティ評価 

各研究参加機関において、支援の質の評

価として、日本版個別型援助付き雇用フィ

デ リ テ ィ 尺 度 （ Japanese version of 

individualized Supported Employment Fidelity: 

JiSEF）を用いた調査を実施した。JiSEF は

米国で開発された IPS のフィデリティ尺度

である IPS-25を、日本の現状に合わせて修

正したものである。JiSEF は、「全般的組織

指標（General Organisation index: GOI）」（10

項目：0 - 10 点）とフィデリティ項目（25

項目：25 - 125点）で構成される。特に、フ

ィデリティ項目については、「スタッフ配置」

（3 項目）、「組織」（8 項目）、「サービス」

（14項目）の 3つの下位尺度があり、それ

ぞれの項目は 5 段階で評定される。IPS-25

がフィデリティ得点と就労率の関係を示す

ように、JiSEFの得点と就労率には相関関係

がある。 

6. 統計解析 

本報告は、フィデリティ調査の結果を含

む機関の属性および対象者のベースライン

における基本属性およびアウトカムを示し

た。次に、就労率アウトカムの要約を示し

た。 

各尺度の推移は、3 時点の調査が揃った

者を分析対象とし、 One-way repeated 

ANOVAを用いて検定を実施した。また、就

労の有無（二値変数）と就労期間（連続変

数）を従属変数とし、GAF、LASMI、MOCES

をそれぞれ仮説変数とし、そして性別、年

齢、過去の就労経験を調整変数としたロジ

スティック回帰分析と重回帰分析を実施し

た。分析の際、有意確率は 5%とした。 

サービスコードの分析は、サービス提供

日数や事業所提供日数、全体のサービス提

供回数、サービス提供時間、1 対 1 換算サ

ービス提供時間などを指標として用いた。1

対 1 換算サービス提供時間の計算式は Box 

1 に示した。また、サービス提供日数や事

業所提供日数、1 対 1 換算サービス提供時

間については、12ヵ月間の推移も図示した。 

Box 1 1対 1換算サービス提供時間の計算式 

1対 1換算サービス提供時間＝ 

サービス提供時間÷利用者人数×スタッ

フ人数 

 

C．研究結果 

【中小企業との連携強化方法の提示】 

中小企業において、一次、二次、三次予

防の目的で使用できるツールが完成され、

ツールについて社会保険労務士を対象とす

る講習会を開催し、「精神疾患に対する理解」

「復職する従業員への対応についての理解」

「リワークプログラムについての理解」「復

職する従業員を支援する自信」の 4 項目に

ついて、講習会の有用性について調査を行

った。 

有効回答数は 74 名（回答率 98.7％）、対

象者の性別は男性 60.8％、社労士の経験年

数は 5年未満:26.0％、5～9年:21.9％、10～

14年:27.4％、15年以上:24.7％、これまでに

経験した精神疾患に罹患した従業員数は 0

名:33.3％、1～4 名:40.3％、5 名以上:26.4％

であった。研修の有用性は、4 項目全てに

おいて研修後に有意に得点が上昇した

（p<0.001）。 

また、社労士の経験年数が高い人ほど、
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研修に対する満足度が高く(p<0.001)、これ

までに経験した精神疾患に罹患した従業員

数が多い人ほど、研修の質が高いと感じ

（p<0,05）、必要とした研修が受けられたと

感じ（p<0.05）、自分の問題に対処するのに

役立ったと感じていた(p<0.05)。 

 

【短期間のリワークプログラムモデルの開

発】 

(１) 介入開始前の評価 

 短期型群、既存型群の介入開始前評価の

結果を表 1に記した。 

 介入開始前の評価は、両群間で有意な差

は認められなかった。 

 

表 1 対象者の介入開始前評価 

 

 

（２）介入開始から 3ヵ月間の変化 

 介入開始から 3ヵ月間の評価尺度の変化

を表 2にまとめた。 

各尺度について、群（短期型 vs既存型）

と評価時期（開始前 vs3ヵ月後）の２元配

置の反復測定分散分析を行った。SASSにつ

いては評価時期の主効果(F=3.96, p=0.06)、

群の主効果（F=1.57, p=0.23）、評価時期と群

の交互作用（F=2.11, P=0.16）がいずれも有

意ではなかった。 

復職準備性評価シートについては評価時

期の主効果(F=8.87, p=0.008)のみ有意であ

り、群の主効果（F=0.87, p=0.36）、評価時期

と群の交互作用（F=0.04, P=0.85）であった。

このことから、参加したプログラムの種類

に関わらず、復職準備性は改善する傾向が

あることが示された。 

HAM-Dについては、評価時期の主効果

(F=13.81, p=0.001)のみ有意であり、群の主

効果（F=1.76, p=0.20）、評価時期と群の交互

作用（F=4.13, P=0.056）は有意ではなかっ

た。このことから、参加したプログラムの

種類に関わらず、抑うつ症状は改善する傾

向があることが示された。また有意ではな

いが、既存型プログラムにおいて、抑うつ

症状の改善が大きい傾向が示された。 

BDIについては、評価時期の主効果

(F=12.7, p=0.002)のみ有意であり、群の主効

果（F= 0.43, p=0.52）および、評価時期と群

の交互作用（F=1.26, P=0.28）は有意ではな

かった。このことから参加したプログラム

に関わらず、対象者が自ら評価する抑うつ

症状は、改善することが示された。 

EQ-5D5Lについては、評価時期の主効果

(F=24.3, p < 0.001)と、評価時期と群の交互

作用（F=8.69, p=0.008）が有意であり、既存

型プログラム参加者と、短期型プログラム

参加者では EQ-5D5Lの変化に有意な差が

あり、既存型プログラム参加者のほうが、

プログラム開始 3ヵ月後のQOLの改善が大

きいことが示された。 

表 2 介入開始から 3ヵ月間の変化 
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【地域における諸機関との連携の標準化】 

研究 1 うつ病リワーク研究会基礎調査にお

ける各種連携の実態 

（１）主治医に関する調査 

プログラムを実施していくうえではプロ

グラムを行っている医療機関に転院して主

治医を変えたほうが望ましいと考えている

ものの、現実的には近隣の医療機関との関

係性もあり、他院で診療している患者も利

用者としてプログラムに受け入れざるを得

ない状況であるという結果であった。 

（２）プログラム中の評価に関する調査 

 ほとんどの施設で標準化リワークプログ

ラム評価シートと心理テストを活用した評

価を実施していた。外部の主治医や事業場

との連携の方策として評価結果を活用する

ことが考えられる。また、事業場において

はこれらの評価は復職判定可否における重

要な情報であった。 

（３）他院の主治医との連絡方法に関する

調査 

他院の患者を受け入れている施設の主治

医との連携の際や、復職時の産業医や人事

労務担当者との連絡調整の際は書面での連

携方法が最も多かった。効率的かつ有効な

連携が行われるためには、「書面」による文

書料はもちろんのこと、「診察」や「訪問」

による情報提供に対しての対価が明確にさ

れる必要がある。 

 

研究 2 実際に連携を行った事例に関する

調査 

（１）成功事例と困難事例の要因 

困難事例の本人要因としては、12例中 8

例が発達障害で、本人の疾病理解の不足が

5例と最も多く、次が「受入れ消極的」3

例であった。発達障害以外でも本人の病識

欠如が 2例あった。会社要因としては、人

事、上司の受け入れが消極的である事例が

3例と最も多かった。 

成功事例の本人要因も 9ケース中 5ケー

スが発達障害のケースで、本人の疾病理解

も２ケースあるが、上司が協力的(3）、人事

が協力的(3）、など職場の協力が主な成功要

因としてあげられた。会社要因１７ケース

では人事が協力的(8）、主治医とのリワーク

活動の共有（7）、上司が協力的(6）、本人の

疾病理解(4）、が多かった。 

（２）連携をとる重要な相手について 

困難事例では、本人要因の 1位が主治医

で、会社要因でも 2位が主治医となってお

り主治医の重要度が高い。困難事例の要因

として挙げられていた本人の疾病理解不足

に対して治療面の中心人物である主治医の

関わりが必要と考えられるからであろう。 

会社要因では１位が上司、3位が人事と

なっている。苦労した要因として挙げられ

ていた人事や上司の意見が強すぎて問題が

こじれているケースにおいて受け入れ側の

変化や理解が解決へのポイントとなってい

ると考えられる。 

成功事例では、本人要因の１位が主治医

で、会社要因の１位は産業医・産保スタッ
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フとなっている。困難事例、成功事例とも

に本人要因では主治医の重要度が高く、会

社要因では、産業医・産保スタッフ、上司、

人事の重要度が高い傾向がみられた。 

（３）連携のための業務量 

 困難事例 1 事例あたりにかかる費用とし

て困難事例全体の業務量の平均は 824.8 で

あるが時間換算すると 13.75 となり、これ

に全日本病院協会の「医療従事者の給与に

関するアンケート調査」の「事務・その他」

の時給 1,685 円を乗ずると 23,168 円の人件

費と計算される。 

 成功事例 1 事例あたりにかかる費用と

して成功事例全体の業務量の平均は 951.8

であるが時間換算すると 15.86 となり、こ

れに全日本病院協会の「医療従事者の給与

に関するアンケート調査」の「事務・その

他」の時給 1,685 円を乗ずると 26,724 円の

人件費と計算される。 

（４）企業から提供してほしい主な情報 

本人要因、会社要因ともに休職前の業

務量、業務遂行能力、コミュニケーション

能力、トラブルの原因などが多く、本人の

能力と業務内容とのギャップやそれに伴う

トラブルについての情報提供を求めている

ケースが多い。 

（５）職場から求められたコンサルテーシ

ョン 

あげられた回答数は患者の業務内容に関

することが 19と最も多く、その他には、症

状や問題行動に関する対応方法についてが

10、復職後に配慮すべき事項が 7、本人情

報等の家族への伝達の是非についてが 7、

復職のタイミングに関することが 6、復職

前後の処遇についてが 4と続いている。 

 

研究 3 治療施設と他院主治医との連携 

（１）他院からの受け入れについて 

プログラムの受け入れ時点で、自院への

主治医変更が「原則必須ではない」と回答

したのは 90 施設と 68.7％を占め、「原則必

須」と回答したのは 41施設（31.3％）であ

った。 

（２）連携について 

 プログラムの受け入れ時点で、自院への

主治医変更が「原則必須ではない」と回答

した 90施設のうち、他院と連携しているの

は 76 施設（84.4％）、連携していないのは

14施設（15.6％）であった。 

（３）他院との連携の実際 

診察・面談による「他院」の連携の代表

的な例としては、「リワーク参加中に作業療

法士を中心とする担当スタッフが他院主治

医に対し 30 分『出欠席の状況』『作業能力

の回復度合』『本人の特性』の情報提供につ

いて診察・面談を無報酬で行い、他院から

は『現症』『治療経過』『主治医が考える復

職可能の状態』について情報を得ている」

となった。 

 

研究 4 治療機関と企業との連携 

企業との連携については、105施設（80.8％）

が連携していた。 

書面による連携の有無について、「書面連

携あり」と回答したのは 84施設（82.4％）、

「書面連携なし」と回答したのは 18 施設

（17.6％）であった。 

診察・面談による連携の有無について、

「診察・面談による連携あり」と回答した

のは 95施設（91.3％）、「診察・面談による

連携なし」と回答したのは 9 施設（8.7％）

であった。 
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ケース会議による連携の有無について、

「ケース会議による連携あり」と回答した

のは 24施設（25.3％）、「ケース会議による

連携なし」と回答したのは 71施設（74.7％）

であった。 

 

研究 5 モデル文書の作成 

回収した 48種の帳票を、①リワーク開始

時、②リワーク参加中、③復職前・復職時、

の 3 つの時期に分けて整理したところ①プ

ログラム開始時の帳票が多かった。 

 

研究 6 事業場と治療機関との連携に関す

るニーズ調査 

62 事業場 63 名の回答を得た（回答率

59.4％）。 

「医療機関との連携を今後も継続したい

ですか」については、継続したいが 63 人

（98％）、継続したくないが 1 人（2％）で

あった。ただし、継続したくない理由とし

ては、「現在の連絡体制の継続を希望する」

であることから、継続の意思があると解釈

でき、よって全員が継続を望んでいると理

解できる。 

「連携を希望する時期」について聞いた

ところ、「復職前/復職時」が 62人（100％）

で最も多く、次いで「リワーク参加中」が

49 人（79％）であり、「リワーク参加前」

と「復職後（フォローアップ期）」が 37 人

（60％）と続いた。また、「その他」の記述

として、「中断や変わったこと等状況が変化

した時」、「個人ごと状況が異なるため随時

対応」、等の希望があった。 

「連携の内容」について聞いたところ、

「業務・職場への配慮事項」が 59人（95％）

で最も多く、次いで「本人の病状、特性に

対する説明」が 57人（92％）、「本人のリワ

ークプログラムへの参加状況」が 53 人

（85％）、「今後の治療の見通し」が 46 人

（74％）であった。 

「治療施設側から希望する情報提供」に

ついて聞いたところ、「本人の特性」が 60

人（97％）で最も多く、次いで「業務への

影響」が 58人（94％）、「配慮事項」が５７

人（92％）、「今後の見通し」が 56人（90％）、

「評価表」が 46人（74％）であった。 

「連携の方法」について聞いたところ、

「書面により」が 49人（79％）で最も多く、

次いで「診察面談により」が 42人（68％）、

「ケース会議により」が 26人（42％）であ

った。その他の記述として、「テレビ会議」、

「電話」、「報告会」、等の希望があった。 

産業保健スタッフと人事労務担当者に分

けたところ、「書面による連携」は産業保健

スタッフの回答の方が 13％多く、「診察面

談による連携」は人事労務担当者の回答が

18％多く、ケース会議については産業保健

スタッフの回答が 8％多かった。 

「連携の担当者」については、「主治医、

リワーク担当医」が 46人（74％）、「リワー

クプログラムのスタッフ」が 47 人（76％）

でほとんど変わらなかった。 

「連携に係る費用の負担者」については、

「社員本人が負担」が 41 人（66％）、事業

者が負担」が 16 人（26％）であった。「そ

の他」11人（18％）の記述として、「医療費

（リワーク費）の範囲で」、「本人希望（要

因）なら本人、会社依頼（業務起因性高い）

ケースは会社」、「費用がかからない連携」、

等の希望があった。 

「連携に係る費用」についてどのくらい

の金額が適切か聞いたところ、平均 9，481
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円(n=26)であり、最高が 100,000円、最低が

0 円、最も多い金額は 5000 円（23.1％）だ

った。本設問に対するコメントとして「相

場観がわからない」、「文書（診断書）料や

診療情報提供書の範囲」、「連携に関する費

用は無料で」、「連携することがリワークの

前提であり都度費用発生すると抵抗感が出

るのでは」などがあった。 

 

研究 7 連携標準化パンフレットの作成 

以下の項目立てによるパンフレット原稿

を作成した。 

（題名） 

こころの病気のリハビリテーション   

休職から復職まで 

（目次） 

はじめに 

休職開始から職場復帰までの道のり 

1．治療専念期に必要なこと 

 自宅療養 

2．リハビリ期に必要なこと 

 生活・睡眠覚醒リズムの回復 

 体力・集中力の回復 

 こころのリハビリ 

 リワークプログラムの活用 

3．職場復帰準備期に必要なこと 

 職場復帰の流れ 

 職場復帰における主治医、産業保健スタ

ッフの役割 

4．職場復帰後に必要なこと 

 薬物療法継続の重要性 

 再発を予防するには 

職場復帰した患者さんの体験談 

 Ａさんの場合 

 Ｂさんの場合 

セルフマネジメントシート 

 

【疾病・服薬の運転技能への影響の検討】 

①睡眠薬が運転技能に与える影響 

 TZMは RMTおよび PCBに比し、有意に

車線維持技能を障害したが、コースアウト

数は TZMも RMTもほぼ同数であった。ま

た、TZMと RMTは、TMT_Aと平衡機能に

ついて、PCB と比し有意に影響を与えた。

投与後 4 時間後までにおいては影響を認め

た。 

②うつ病患者の運転技能に関する検討 

 運転技能については、患者群と健常群で

統計学的有意に異ならなかったが、患者群

では課題成績のばらつきが大きく、年間走

行距離が有意に影響していた。患者群の運

転技能、認知機能、症状評価尺度について

重回帰分析を行ったが、認知機能や症状評

価尺度は十分な予測指標とはならなかった。

患者群の運転課題の中でも、追従走行課題

にばらつきが大きく、その要因を検討した

ところ、社会適応度と年間走行距離が関与

することが示唆された。 

③双極性障害患者の運転技能に関する検討 

 運転技能については、患者群と健常群で

統計学的有意に異ならなかったが、認知機

能については、注意や遂行機能が患者群で

有意に低下していた。患者群について、運

転技能、認知機能、症状評価尺度、年間走

行距離などに有意な関連は認めず、処方薬

と運転技能についても明確な関連は認めな

かった。 

  

【文献レビュー】 

英語論文を完成し、投稿した後、書き直

しを行っている。 
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【再休職状況の把握】 

再発状況の関連要因を評価するためのシ

ートを完成し、産業医 16名を対象に有用性

調査を行った。 

有用性調査については、「再休職時ストレ

ス要因シート全体」「業務上ストレス」「プ

ライベートのストレス」の「分かりやすさ」

「分類の妥当性」の評価（１～４）の平均

および標準偏差は、「再休職時ストレス要因

シート全体」の「分かりやすさ」「分類の妥

当性」2.69(0.79), 3.20(0.68), 「業務上ストレ

ス」の「分かりやすさ」「分類の妥当性」

3.00(0.63), 3.25(0.77), 「プライベートのスト

レス」の「分かりやすさ」「分類の妥当性」

3.00(0.93), 3.50(0.73)であった。 

 

【リワークプログラム利用群と非利用群の

比較】 

1) リワークプログラム利用群の長期予後 

対象者の就労継続期間 

就労継続に関する Kaplan-Meier の生存分

析によると、対象者の推定平均就労継続期

間は 4.75年（95%信頼区間 3.44～6.05年）、

推定就労継続期間の中央値は 3.29、年（95%

信頼区間0～6.81年）であった。15人（39.4%）

は調査終了時点で一度も就労中断すること

なく就労を継続していた。 

就労継続と関連する要因 

就労継続に影響する要因の Log rank検定

によると、教育歴は就労継続と有意に関連

しており、教育歴が 16年未満であるものは、

16年以上であるものと比べて有意に就労継

続しにくい傾向が認められた。 

就労継続が中断する時期 

復職から 1 年ごとの就労中断が発生する

率および就労中断の累積率の分析によると、

就労中断がもっとも多く生じるのは 1 年目

であり、28.9%が就労中断していた。1年目

に全就労中断の 47.8%であった。 

2) リワークプログラム利用者の就労予後

に関する大規模調査 

 うつ病リワーク研究会に 2013 年までの

正会員として登録された 157 施設のうち、

31都道府県 85施設（54.1％）より協力を得

た。 

 リワークプログラムからの脱落について

は、各施設の 2014年の新規利用登録者より

検討した。2014年の新規利用登録者は 2,936

人であり、1施設平均は 34.5人(SD27.0)であ

った。このうち、開始時点において非就労

または非正規雇用のものは 11.3%であった。

プログラムからの脱落率は 20.5%であり、

また 1 年を超えて利用を継続していた利用

者は 5.3%であった。脱落理由は、利用者自

らの意思や都合で来所しなくなり、転院や

行方不明となったケースは 52%、病状の悪

化により中止となったケースは 21%、迷惑

行為などによる中止となったケースは 1%、

途中で自己都合・会社都合を問わず退職や

失職し中止となったケースは 26%であった。 

 復職後 1 年間の就労継続については、

5,014人が対象となった。対象者の属性につ

いては、性別は男性が79.2%と大半を占め、

全体の平均年齢は 39.5 歳(SD8.7)であった。

休職回数は平均 1.8 回(SD1.2)であり、本調

査における休職の期間は平均 402.1 日

(SD298.8)であり、そのうちリワークプログ

ラムを利用した期間は平均 186.7 日

(SD149.0)であった。診断は ICD-10 による
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気分障害圏の利用者が 84.5%であり、全体

において DSM-Ⅳによる双極Ⅱ型の可能性

のある者は 33.6%、発達障害の可能性のあ

る者は 22.2%であった。業種に大きな偏り

は見られなかったが、1,000人以上の企業規

模の企業の就労者が 63.5%であった。 

 復職後の 1 年間の就労継続状況は、762

人が再休職や失職または自殺に至っており、

Kaplen-Meier 法による復職 1 年後の就労継

続推定値は 83.2%であった。 

3) リワークプログラム利用者と非利用者

の復職後の就労継続状況の比較 

 リワークプログラム利用者 4,237 人、非

利用者 259 人に対し、傾向スコアによるマ

ッチングを実施し、446 人を抽出した。そ

の 446人について復職後 1 年間の就労継続

状況を Log-rank検定により検討した結果、

リワークプログラム利用者は非利用者と比

較して有意に良好であった (p=0.001)。また、

両群を一つの集団にまとめ、全体に対し多

変量 Cox比例ハザードモデルにより再休職

要因の検討を実施した。その結果、リワー

クプログラムの利用状況と診断が有意な再

休職要因であった。リワークプログラム非

利用者のハザード比は 2.343 (95%CI: 

1.456-3.772)、双極性障害のハザード比は

1.714 (95%CI: 1.100-2.673)であった。 

 

【リワークプログラムの費用と効果に関す

る医療経済的研究】 

1) 組入・追跡状況 

 組入期間は平成 26年 10月より平成 28年

3 月までであり、26医療機関より 214 人の

対象者の同意を得て組み入れた。そのうち、

本人からの調査中止の申出 2 人、追跡不能

となった 19人を除く 193人が対象となった。

平成 28年度末現在、180人のフォローアッ

プが終了した。 

 

2) 対象者の属性 

 年齢は平均 41.2歳(SD7.9)であり、男性が

(80.8%)が多かった。臨床的特徴としては、

本研究の対象疾患は気分障害としたが、そ

の内訳は ICD-10 によるうつ病エピソード

(46.1%)と双極性感情障害(42.0%)が大半を

占めていた。また治療歴や休職歴が長い傾

向が見られた。就労関連の特徴としては、

事務職(32.1%)や専門的技術職(33.2%)が多

く、職階は一般職が大半を占めていた

(80.3%)。また多くは大企業の従業員であり、

リハビリ出勤制度を利用し復職した者が約

半数みられた(51.8%)。対象者の経済的特徴

としては、すべてが健康保険を利用し治療

を受けており、その上で窓口負担割合が通

常の 3割から 1割となる自立支援医療制度

（通院精神）を利用するものが殆どであっ

た(95.3%)。リワークプログラム関連の特徴

としては、平均で 291.2(SD150.7)日間プログ

ラムを利用していた。 

 

3) 復職後 1年間の経時的変化 

 平成 28 年度末現在までに調査が終了し

た対象者について、復職後の就労に関する

経時的変化を検討した。復職直後は、就労

制限や軽減勤務が大半を占めていたが、6

ヶ月後以降は、通常勤務が多くを占めるよ

うになっていた。治療状況は、向精神薬の

薬剤数や 1 ヵ月分の保険医療費については、

ゆるやかな減剤、減額の傾向がみられた。 

 復職後の臨床的症状の変化は、CES-D お

よび BSDS により検討したが、いずれも有

意な変化は見られなかった。1 年間の労働
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生産性の経時的変化について、HPQにより

算出した各時点の直近 4 週間の状況を

Friedman test によって検討した結果、

absenteeism(p=0.002),presenteeism(p<0.000)

であり、いずれも有意に改善の傾向が見ら

れた。 

 

【リワーク指導マニュアルの RCT】 

（１）対象患者の特徴 

今回エントリーした対象者は介入群、対照

群ともにベースラインに差異は認めなかっ

た。 

（２）介入開始前の評価 

 介入開始前の、復職準備性、抑うつ症状、

SASS得点に両群の差異は認めなかった。 

（３）３ヶ月・６ヶ月における両群の変化 

 介入開始、３ヶ月、６ヶ月時点で両群間

の変化の差異は認めなかった。 

（４）休職開始から復職までの日数 

 
【リワーク施設職員の研修体制および評価

に関する研究】 

①リワークスタッフ向けの教育・研修会

の開催 

教育・研修チームが行った平成２８年度

スタッフ研修会の実績は次の通りである。 

第１回 28年 10月 1日(土)10時～16時 

基礎コース 場所：全国町村会館（東京） 

第２回 29年 3月 19日(日)10時～16時 

基礎コース及び専門コース  

    29年 3月 20日(月・祝)10時～  

    16時 専門コース 

    いずれも場所は全国町村会館 

   （東京） 

研修会の内容は、基礎コース（１日間）

が、対象者を「現在リワークプログラムを

担当しているが、改めて基本を学びたい方」

「リワーク業務をこれから始める予定のス

タッフ、または関心のある医療従事者」と

して、次のようなテーマで行った。 

１．うつ病リワークプログラムの現代的意

義、経緯と背景 

２．標準化リワークプログラムとプログラ

ム作成のポイント 

３．リワークにおける就労支援 

４．疾患（病態）別のポイント（主治医と

して） 

５．グループディスカッション 

一方、専門コース（２日間）は、対象者

を「これまでに基礎コースを受講済みのう

つ病リワーク研究会の会員の方」として、

次のようなテーマで行った。 

１．リワークプログラムにとって重要なこ

と 

２．疾患ごとの特徴とかかわり方のポイン

ト（時期によるポイント、各疾患・症状な

ど 

３．プログラム運営上必要な連携の取り方

(企業、家族、主治医、他院受け入れなど) 

４．評価のポイント(標準化評価シートの使

い方、心理検査、生活記録表など) 

５．施設ごとのプログラム内容の紹介（内

容、時間割、集団プログラムなど） 

６．プログラム上のアクシデントへの対応
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（プログラムに乗らないケース、予防、書

式など） 

７．職種ごとの役割、関係の取り方(専門職

種のアイデンティティ、情報共有の仕方)  

８．個人面接の仕方(集団とのかかわり方、

距離の取り方、担当制など)  

９．グループディスカッション 

②研修テキストの作成 

2017年 3月 19日（日）、2017年 3月 20

日（月・祝）の研修会時に配布した。 

研修会の参加者のテキストに対する感想

として、「研修会後にリワーク施設にもどっ

た後でも繰り返し使用できる」という声と

「研修時にテキストのどの部分を説明して

いるか分かりにくかった」という声があっ

た。 

③研修会講師の養成 

研修会講師を増やすことでこれまで以上

に各地で研修会を開催することが可能にな

り、リワーク施設の均てん化を進めること

ができるようになる。そのため講師の養成

を進めていく方法を検討した。講師候補の

選定方法として「専門コース」研修会受講

歴があり、リワークでの実務経験が 3年以

上、職種は問わないという要件で抽出した。

その結果、6名該当者がいたため、今後の

研修会講師ということを前提に研修会に参

加してもらった。今後の養成方法としてス

タッフ認定制度と連動して講師有資格者を

選定することとした。 

④スタッフ認定制度 

リワークに携わるスタッフに対し、理解

度や実務経験によって専門性の取得状況を

区別するためスタッフ個人に対する認定制

度を検討した。リワーク研究会認定スタッ

フとより高度なリワーク研究会専門スタッ

フの 2つに分けて段階的に設定することと

した。 

専門スタッフの要件にある実地研修につ

いて目的や実施方法等を検討した。実地研

修は専門コースを受講した方が参加可能と

なっている。実地研修の狙いとしては、評

価の方法やアクシデント対応などリワーク

の全体を把握し運営するためのスキルを学

んでもらうこととした。そのためただの見

学ではなく実習担当スタッフについてプロ

グラムを運営するスタッフの動きを観察し

てもらい業務・役割を確認してもらうこと

とした。実地研修の進捗状況を管理するた

めに「研修手帳」を作成することとした。

「研修手帳」の項目として受講記録の欄に、

プログラム種別に加え、別項目で「基礎コ

ース」「専門コース」で教える項目について

実地研修担当者よりスーパービジョンを受

け、その受講証明印を押印することとした。 

また、実地研修担当者に対し実地研修の

ねらい、習得する内容、指導方針について

事前に理解してもらう必要があり、実地研

修の指導マニュアルを作成する必要がある

ことが明らかになった。 

 

【リワークプログラムの多様化に対応した

プログラムのモデル化】 

ガイドラインの作成 

ガイドラインとして示すべき標準的中核

プログラムと施設基準として 34項目を選

定し、各項目を細分化し、評価の要素とし

て 118要素を抽出した。項目は 3領域、9

章に編集された。 

第Ⅰ領域 構造 

１章 施設概要 

（１）開所（プログラム提供）日数 
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（２）職場を想定した環境や雰囲気の提供 

（３）リワークプログラム以外のプログラ

ムが同時に行われている医療機関において、

リワークプログラムが独立して運営されて

いるか。 

２章 導入 

（１）利用者を受ける基準 

（２）利用者を受ける手順 

（３）休務以外の利用者を受ける場合の基

準 

３章 プログラム 

（１）コアプログラムの実施形態 

（２）８つの目的の達成 

（３）回復段階に応じたプログラム 

（４）個人プログラム 

（５）特定の心理プログラム：認知行動療

法、 SST 、アサーショントレーニングなど

を集団を対象に行っているか。 

（６）教育プログラム 

（７）集団プログラム 

（８）発症要因分析・対処法 

第Ⅱ領域 スタッフ 

１章 スタッフ配置と医師の関わり 

（１）スタッフ配置 

（２）医師の関わり 

２章 教育・研修 

（１）職員への教育 

（２）うつ病リワーク研究会の発展への寄

与や貢献 

第Ⅲ領域 運営 

１章 出欠席管理 

（１）参加日数 

（２）欠席、遅刻、早退 

（３）プログラムへの不参加 

（４）中断 

２章 評価 

（１）復職準備性に関する評価項目 

（２）評価のタイミングと頻度 

（３）評価のための会議やトレーニング 

（４）主治医との情報共有 

（５）評価のフィードバック 

（６）復職可能判断 

３章 連携 

（１）他医療機関との連携 

（２）職場との連携 

（３）就労・復職支援機関との連携 

（４）家族との連携 

４章 情報公開 

（１）アウトカム 

（２）情報公開 

 

【発達障害の特徴を有する対人関係障害者

へのリワーク支援の系統化】 

「手引き」の有用性調査を行い、発達障

害の特徴を有する対人関係障害者へのリワ

ーク支援を行っている 28 施設に回答を求

め、26施設、27名から回答を得ることがで

きた。「手引きのわかりやすさ」「対象のわ

かりやすさ」「診断に関わらない支援の可能

性」「スタッフへの有用性」「患者への有用

性」「職域への有用性」について、評価（１

～４）を求めたところ、それぞれの評価の

平 均 お よ び 標 準 偏 差 は 、 3.37(0.69), 

3.31(0.68), 3.04(0.65), 3.22(0.85), 3.08(0.57), 

2.85(0.80) であった。 

 

【医療機関から精神保健福祉士等がアウト

リーチを行うことの有効性についての検

討】 

1. 対象者のエントリー状況 

本研究に参加した機関および参加者のエ

ントリー状況は、STROBE flow diagramにま
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とめられている。研究開始前に日本版個別

型援助付き雇用フィデリティ調査を受けた

25 機関のうち、14 機関が参加に同意した。

1 機関について、調査への参加を同意した

後に、就労支援員の休職により調査への参

加が不可能となった。リクルート期間中、

13機関における導入基準に合致する利用者

は 93 名であった。そのうち、68 名が各機

関の担当者から本研究の説明を受けた。最

終的に 51名から、本研究の参加同意を得た。

また、サービスコード調査については、12

機関（n = 49）が分析対象となった。 

2. 研究参加機関の属性 

参加機関の 61.5%（n = 8）が首都圏にあ

った。また、4機関が医療機関であり、9機

関が地域事業所であった。13機関が所在す

る市町村の人口の平均値は 701,307人（SD = 

574,627人）であった。また、都道府県にお

ける失業率の平均値は 3.8% (SD = 0.6%)で

あった。フィデリティ調査の結果について、

13機関の GOIの平均値は 7.15（SD = 1.72）

であった。フィデリティ尺度の合計得点の

平均値は、89.6（SD = 12.2）であった。 

3. 研究対象者の属性 

研究対象者 51名のうち、約 70%（n = 36）

は男性であり、平均年齢は 37.2歳（SD = 8.4）

であった。約半数（n = 24, 47.1%）の最終学

歴が高等学校であった。また、対象者の多

くが未婚（n = 42）あるいは離婚経験あり（n 

= 6）であった。さらに約 70%（n = 36）が

家族等と同居していた。過去に最低賃金が

支払われる一般企業などで働いた経験があ

る者は 15%以下（n = 7）であった。 

3. 就労アウトカム 

12ヵ月間で、約半数（n = 26, 51.0%）が

就労を経験した。対象者全体の平均就労期

間は 104.8日 (SD = 127.7)であり、就労者の

みの平均就労期間は 205.6 日 (SD = 105.1)

であった。また、対象者全体および就労者

のみの最初の就労までの期間は、それぞれ

251.8日 (SD = 132.5)と 142.9日 (SD = 99.9)

であった。 

4. 機能・心理社会的アウトカム 

3時点の評価が可能だった対象では、GAF

の得点（F = 9.39, p < 0.001）と LASMIの得

点（F = 5.28, p = 0.008）がベースライン時と

比較し、有意に改善していた。他方、心理

的ウェルビーイングの尺度の得点は、ベー

スライン時と比較し、尺度全体では 6 ヵ月

目の評価時には得点が低下していた（F = 

3.85, p = 0.027）。特に「人格的成長」の下位

尺度（F = 49.85, p < 0.001）で 6ヵ月目と 12

ヵ月目で有意に低下していた。一方で、「自

己受容」の下位尺度（F = 22.27, p < 0.001）

は、有意に増加していた。 

5. 就労アウトカムに関連する要因 

多変量解析の結果、12ヵ月間の就労の有

無は、ベースラインの LASMIの得点が低い

ことと関連していた（B = -0.03, 95%CI = 

-0.06, -0.01, p = 0.028）。他方、就労の有無と

他の尺度に有意な関連は見られなかった。

また、就労期間はどの尺度も関連していな

かった。 

6. サービスコード分析 

12 の対象機関から合計 5,802 枚が回収さ

れた。12ヵ月間のサービス提供日数と事業

所利用日数の平均値は、それぞれ 82日（SD 

= 56）と 69日（SD = 51）であった。また、

サービス提供時間は 193時間（SD = 199）

で、1 対 1 換算のサービス提供時間は 118

時間（SD = 128）であった。 

1対 1換算サービス提供時間のうち、75%
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は事業所内でのサービスであり、22%は事

業所外でのサービスであった。電話やメー

ル等のサービスは、3%と割合は非常に小さ

かった。また、集団プログラムと個別支援

はおおよそ同じ割合であった。1 対 1 換算

サービス提供時間における就労支援員とケ

ースマネージャーの割合は、72%と 28%で

あった。特に、事業所外のサービスで就労

支援員の割合（93%）が高かった。 

サービスコード枚数やサービス提供日数、

事業所利用日数の指標で、サービス量は 3

ヵ月目にピークを迎え、全就労者数（n = 26）

のうち約 65%（n = 17）が就労を果たした 7

ヵ月目を目処に減少し、その後 8,9 ヵ月目

に一度微増し 12 ヵ月目に向けて再び減少

していた。1 対 1 換算のサービス提供時間

については、12ヵ月間で、特に事業所内で

の支援が減少している傾向にあった。 

 

D．考察 

【中小企業との連携強化方法の提示】 

社労士を対象とする短時間の研修で、精

神疾患、復職対応、リワークプログラムに

ついての理解、復職支援への自信が改善す

ることが示された。 

社労士の経験年数、これまでに経験した

精神疾患に罹患した従業員数が、研修への

評価に影響することが明らかになった。精

神疾患に罹患した従業員の支援にとりくん

でいる社労士と医療機関が連携して復職支

援に取り組むことで、中小規模事業場への

支援を拡げられる可能性がある。 

社会保険労務士等との連携を進めること

によって、中小企業におけるメンタルヘル

ス施策が、大きく進む可能性がある。 

 

【短期間のリワークプログラムモデルの開

発】 

本報告の分析結果より、短期型プログラ

ムと既存型プログラムでは、３ヶ月間の評

価尺度の変化という点では、効果において

差はあまり認められない可能性が示唆され

た。短期型プログラムは既存型プログラム

よりも、より早い復職が目指されやすいこ

と、一方で、既存型プログラムは、時間は

多く要するものの再発防止をより強く意識

して作られたプログラムであることから、

６ヵ月間の状態変化、復職までの期間、復

職後の就労継続期間、再発率、ワークパフ

ォーマンスには有意な違いが認められる可

能性はある。また、こうした効果の違いに

より、費用対効果や費用対効用といった医

療経済的な指標に違いが認められる可能性

もある。 

 

【地域における諸機関との連携の標準化】 

研究 1および研究 2の考察 

研究 1 のリワーク施設への基礎調査か

らは、7割の施設が他院の患者を受け入れ

ており、6割の施設が他院患者を受け入れ

る場合に原則主治医を変更する条件を定

めている。実際の利用者をみると約 3割が

外部の医療機関に主治医がおり、その主治

医との情報共有と連携が重要になる。 

主治医との情報共有に関し、リワークプロ

グラム参加時の状態評価については標準

化リワークプログラム評価シートと心理

テストを基に多くの施設で実施されてい

る。評価情報については主に主治医との間

で治療的に活用されるが、職場復帰時には

事業場側へ復職準備性の情報提供として

使用されるものである。 
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復職時の事業場側との情報提供につい

ては、書面で実施される場合が多く産業

医・産業保健スタッフ宛が 8割を超えるが、

近年は事業場を訪問する割合が増加して

いた。これらにより事業場との連携の重要

性が認識され実際に実施されることが増

加しており、方法としても対面などさらに

高度な情報提供が事業場より求められて

いる傾向にあることが明らかとなった。 

研究 2 の具体的なケースによる調査か

らは、実際の事例ごとに対応方法を変化さ

せる必要性があることが明らかになった。

ケースにおける要因を分析し、重要な連携

先となる人物を定めることが重要であり、

より効果的に事例に対応することが可能

となる。 

各事例の対応に求められる業務量から大

凡の人件費が算出できた。これらの事例対

応のほとんどは現在の診療報酬の対象外の

業務となるため適切な対応が求められる。

また治療や職場復帰に役立てるために事業

場と連携する中でどのような情報を収集す

ることが必要であるかが明らかとなった。

さらにメンタルヘルス対応について苦慮し

ている職場から求められる要素が明らかに

なった。 

研究 3および研究 4、研究 5の考察 

１．治療機関と他院主治医との連携   

このことから、主治医変更を原則必須に

していないのは、治療機関側の意向という

よりは、外的な要因により「せざるを得な

い」状況であると考えられた。 

連携の必要性について、治療機関と主治

医側施設との捉え方に、大きな隔たりがあ

った。その理由として①治療機関に通院し

ている時点における利用者(患者)との関わ

りの度合いの差による意識の差、②治療・

処方・復職判断などの決定権は他院主治医

にあるため治療機関側は情報を提供しなけ

ればならない、ことが考えられる。 

現状として多くの治療機関においては主

治医が他施設にいる参加者を受け入れてい

ることが分かった。また、ほとんどの治療

機関においては、主治医施設と治療機関が

異なる場合には連携が必要であると感じて

いることが分かった。 

他院との連携が実際にどのようにおこな

われているかについて、「書面」による連携

と「診察・面談」による連携について調査

を行った。連携を行っている 76施設中、74

施設（98．7％）が書面による連携を行って

いるのに対して、診察・面談による連携を

行っているのは 18施設（24．0％）と 1/4

以下に留まった。日常業務として診断情報

提供書等の書面のやり取りを行っており慣

れていることが書面による連携の高さに繋

がっていると考えられる。 

２．治療機関と企業との連携 

企業との連携は 8割の治療機関が行って

いた。連携をしていない 25施設の理由とし

て「マンパワー不足」と「時間がない」が

挙がっていたが、その要因として、連携に

充てるスタッフ数の不足と業務の優先順位

が低いことが影響していることが窺われ、

「個人情報が心配である」やその他の自由

記載にあった「ご本人にとって不利益な情

報として扱われる可能性」といった、個人

情報やその扱われ方の難しさが障壁となっ

ているとの意見もあり、個人情報保護の観

点とご本人、事業所双方のためになる情報

提供の仕方といった視点も考慮していく必

要性のあることが示唆された。 
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他方、「患者自身で行うものである」のよ

うにリワークの意義から考えて、敢えて連

携をしないケースや「連携の方法・手段が

分からない」のようにそもそもの方法・手

段が分からないといった意見もあり、連携

対象の選定や実際の連携の仕方など、リワ

ーク機関としてある一定のルール作りが必

要ではないかとの見方もでき、現状では「連

携していない」状態でありながら、連携の

必要性は感じていることが窺われた。 

 連携にかける時間と費用は、「書面」「診

察・面談」で 40～50分、「ケース会議」で

約 60分と多くの時間を要するものの費用

に関しては多くが「無報酬」で行われてい

ることが分かった。(ケース会議では自費請

求なし)時間的制約、経済的対価の部分で苦

慮しながらもこれだけ多くの治療機関が連

携にエネルギーを費やしているのは、その

必要性と重要性にあると考える。 

 

研究 6および研究 7の考察 

1) 事業場と治療機関との連携に関するニ

ーズ調査 

今調査から、事業場が希望する連携は、

復職前/復職時に本人の特性を基にした業

務・職場への配慮事項について書面や診察

面談によって行うことであった。 

2) 連携標準化パンフレットの作成 

事業場や主治医から休職する社員に本パ

ンフレットを手渡すことにより休職中の過

ごし方や復職への準備の仕方を伝えること

が出来るとともに事業所側も何を準備する

べきか確認をすることができると考えられ

る。 

また本パンフレットは、事業場との連携、

他院主治医との連携、地域の諸機関（就労

移行支援事業所、障害者職業センター等）

との連携など様々な場面における連携につ

いても触れているため、治療機関として近

隣の諸機関との連携を推進・確認する際の

資料や他院主治医が治療機関を紹介する際

の資料としても活用できると考えている。 

 

【疾病・服薬の運転技能への影響の検討】 

これまで認知機能に影響しないと報告さ

れることが多かった RMTであるが、急性投

与 4 時間までは、運転技能に影響しうる可

能性が示唆された。少量の TZMはさらに運

転技能に影響した。本研究結果は、消失半

減期を越えれば安全であるという考えは支

持せず、処方医は、初回投与時においては、

注意する必要がある。 

社会復帰準備期のうつ病患者の運転技能

はばらつきがあるものの、健常者と比し低

下していなかった。運転適性判断では、社

会適応度はある程度参考になる可能性があ

るが、認知機能や症状評価は十分な予測指

標とはならず、一律の規程ではなく、複合

的要因に配慮した総合的な判断が必要であ

ることを示唆した。 

病状の安定した双極性障害患者の運転技

能は、健常者に比して有意な低下は確認さ

れず、向精神薬の慢性投与は、運転技能に

強く影響しない可能性が示唆された。予備

的検討ながら、双極性障害患者の運転技能

についてはこれまで証左がなく、新しい知

見を提供した点で学術的意義が大きいと考

えられる。 

 

【文献レビュー】 

 論文の書き直しに関するコメントは、

レビューの対象論文のエビデンスレベルが
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低いというものであった。最近、リワーク

支援プログラムに関する文献が新しく発表

されており、文献レビューの対象論文を変

更して、再度作業を進めている。 

 

【再休職状況の把握】 

再休職時ストレス要因シート全体の分か

りやすさは、2.69 とやや低いが、業務スト

レスとプライベートのストレスに分けた場

合には、3.00 という評価であり、分類の妥

当性については、すべて、3.00 を越える評

価を得ている。今後、再休職時のストレス

要因を確認するために、今回作成されたシ

ートを使用する妥当性が確認されたと考え

られる。 

 

【リワークプログラム利用群と非利用群の

比較】 

1) リワークプログラム利用群の長期予後 

Kaplan-Meier法で推定した就労継続期間 

中央値は 3.29年、平均値は 4.75年であった。 

過去の報告と同様に、本研究においても、

学歴が低いものや職位が低いものは、高い

ものと比較して就労中断しやすい傾向があ

るという知見が得られ、特にサポートを必

要としている可能性が示唆された。 

また就労中断したものの割合は全追跡期

間でおよそ 6 割であったが、そのおよそ半

数が 1 年以内に就労中断しており、5 年目

以降に就労中断するものは毎年 1 人のみで

あった。復職後比較的早い時期に重点的な

サポートを行うことが必要だと考えられた。 

2) リワークプログラム利用者の就労予後

に関する大規模調査 

 本調査はリワークプログラムの利用の実

態を初めて大規模に実施した。脱落率につ

いては、各医療機関のリワークプログラム

の開始の基準やプログラム内容、さらに利

用者の臨床症状の差異を検討した上で、脱

落要因を解明する必要があると思われた。 

 復職後の 1 年間の就労継続状況は、762

人が再休職や失職または自殺に至っており、

復職後少なくとも 1 年間は、慎重に経過を

観察し、支援を行う必要性が示唆された。 

3) リワークプログラム利用者と非利用者

の復職後の就労継続状況の比較 

リワークプログラム利用者と非利用者の

復職後の就労継続状況の比較により、リワ

ークプログラム利用者の再休職予防効果が

示唆された。本調査は無作為化比較試験で

はないため、両群の属性を傾向スコアによ

るマッチングにより調整した。本調査で収

集可能であった調査項目は 5 項目と少なく、

特に復職時の臨床症状の評価を検討するこ

とができなかった。 

 

【リワークプログラムの費用と効果に関す

る医療経済的研究】 

1)就労状況 

 就労状況については、復職直後は軽減勤

務や就労制限が大半であったが、6 ヵ月以

降は、通常勤務が半数以上となっていた。

しかし、6,12 ヵ月後においても、軽減勤務

や就労制限は一定の割合で見られ、多くの

事業場で復職後 1 年にわたって復職者への

配慮を継続して実施している実態が明らか

になった。 

2)臨床的症状の経時的変化 

 抑うつ症状や双極性障害の症状について

は、いずれも復職 1 ヵ月後時点にカットオ

フ値（CSD-D:16点、BSDS:11点）を下回っ
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ており、臨床的症状は、その後 1 年を通し

て安定していたと言える。 

3)労働生産性の経時的変化 

 absenteeism および presenteeism のいずれ

においても、有意な改善の傾向が見られた。

Adler らが実施した 18 ヵ月にわたる追跡調

査では、臨床的症状の回復が見られたもの

の、業務遂行能力は調査期間を通して悪い

状態のままであり、うつ病の症状の改善が

労務遂行能力の改善を必ずしも意味しない、

すなわち臨床的症状の回復と業務遂行能力

の回復には、時間のずれがあることが示唆

されていた。これに対して、本研究では、

臨床的症状と労働生産性の回復にはズレが

見られたが、労働生産性においては、復職

後 1年間で absenteeismと presenteeismの双

方に有意な改善が見られた。 

  

【リワーク指導マニュアルの RCT】 

本研究結果を総括すると、リワークマニ

ュアルを利用して復職指導を行った群と通

常治療群の間に、3カ月後/6ヶ月後の社会

機能、復職準備性、抑うつ症状の変化に有

意な差は認めなかった。また介入群と対照

群の総休職期間にも有意差が見られなかっ

た。リワークマニュアル群において、抑う

つ症状の改善が大きい可能性があった。 

 

【リワーク施設職員の研修体制および評価

に関する研究】 

リワーク施設におけるプログラムの均て

ん化を図るためリワーク施設のスタッフに

対する教育研修について1，2年度目から引

き続き検討した。スタッフとして必要な知

識を得ることができるよう研修内容を精査

するとともに、全国各地で研修会を開催す

ることができるよう研修で使用するテキス

トを作成し書籍化した。これにより講師も

研修内容について基本的な項目を網羅する

ことができ、講師によって教育の内容が大

きく変わるということは無くなった。講師

にとっても伝えるべき内容が明確になって

いるため事前準備の負担が少なくなった。

また、研修会参加者にとっても研修後やリ

ワーク施設に戻った時に見直すことができ

るようになった。 

経験年数や研修の履修状況によりリワー

クに対する習熟度を明らかにするため、ス

タッフ個人に対する資格認定制度を検討し

た。認定スタッフと専門スタッフの2つを設

定し実地研修やレポート提出による認定要

件を定め、専門性の習得状況を研修手帳を

利用して管理・確認できるようにした。明

確な要件が定められたことにより、資格取

得を目指して多くのスタッフが取り組むこ

とで各リワーク施設の均てん化が進められ

ていくと考えられる。スタッフに対する資

格認定は施設に対する認定と連動するよう

になっており、その点からもリワークプロ

グラムの施設全体の医療サービスとしての

質の向上にも繋がると考えられる。 

 

【リワークプログラムの多様化に対応した

プログラムのモデル化】 

今回作成された標準的中核プログラムと

施設基準を示したガイドラインでは、リワ

ークプログラムの理念の普及と標準化を強

力に推し進めることが意図された。３領域、 

９章、３４項目、１１８要素よりなる本ガ

イドラインは、リワークプログラムの中核

をなす「復職準備性の評価」「再休職の予防」

という、統合失調症の入院治療から出発し
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発展してきた従来型のうつ病休職者治療・

支援では重要視されてこなかった実践内容

の実現を各施設に求めるものとなった。 

本研究「リワークプログラムの多様化に

対応したプログラムのモデル化に関する研

究」は、当初は、多様化するリワークプロ

グラムに対するニーズに対応した、独自な

ノウハウで運営されるプログラムの視察・

紹介を通じて、新たなリワークプログラム

のモデル化を目指すためにスタートしたが、

実地調査というこれまで行われたことのな

い研究手法により様々な問題が明らかとな

って、標準的中核プログラムと施設基準を

示したガイドラインの作成・提示に帰着し

た。独自に実施されているプログラムの問

題点と実地調査の意義については、前年度

の報告書にて報告しているが、リワークプ

ログラムの理念や、うつ病リワーク研究会

が進めてきた標準化が実は十分に浸透して

いなかったことの現れであったのかもしれ

ない。 

 これまでにリワークプログラムに関して

多数の参考図書が発行されてきたが、文章

から想像し得る内容は幅が広く、そこに治

療者の思いも加わり、自由な解釈が成り立

つ。ニーズの多様化も手伝い、基本的な理

念を良く理解しないまま様々なプログラム

が独自に生まれてしまったものと考えられ

る。ガイドラインは通常の参考図書と違い、 

「当てはまるか否か」の二分法で解釈の自

由度は極端に低くなるため、理念や中核的

プログラムの適切な普及と、医療施設のサ

ービス提供の水準の向上が期待される。 

 一方、今回のガイドラインにはさまざま

な問題点も潜んでいる。無機質な基準を並

べただけのガイドラインになってしまい、

心の治療を行うリワークプログラム実施医

療機関の施設基準としてはあまりに冷たい

内容と捉えられるかもしれない。その観点

からは精神療法の専門家などの参画を求め

ることも必要である。また、これからリワ

ークプログラムを始めようとする医療機関

にとっては、目標となる一方で、ハードル

が高すぎるために新規の参入を諦める医療

機関がでてくるようであれば、利用者の立

場からは本末転倒で、選択肢を狭める結果

になりかねない。新規参入をサポートする

ような研修会や見学の場の提供等について

も早急な対応が求められるであろう。 

 

【発達障害の特徴を有する対人関係障害者

へのリワーク支援の系統化】 

「手引きのわかりやすさ」「対象のわかり

やすさ」「診断に関わらない支援の可能性」

「スタッフへの有用性」「患者への有用性」

については、3.00 を越える評価であり、今

回作成された資料をリワークスタッフが、

発達障害の特徴を有する対人関係障害者へ

の支援に用いることの妥当性が確認された

と考えられる。 

職域への有用性については、使用された

数が少なかったいう状況があるが、評価は、

3.00 を下回っている。職域との連携につい

ては、さらに別な資料を作成する必要があ

るかもしれない。また、自由記載のコメン

トには、「困難事例には、この手引きだけで

は対応できないかもしれない」という意見

もあった。今回作成された手引きを、基本

的な資料として活用するとしても、今後さ

らに別に資料を作成していかなければなら

ない可能性がある。 
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【医療機関から精神保健福祉士等がアウト

リーチを行うことの有効性についての検

討】 

本研究は、IPS/援助付き雇用型のサービス

を提供あるいは志向する機関の利用者を対

象に、就労アウトカムや臨床アウトカムの

変化を検証した。また、サービスコード調

査により、支援プロセスの分析を実施した。 

調査の結果、12ヵ月間で対象者の約半数

が就労を経験し、平均就労期間は 3 ヵ月を

超えていた（就労者だけの平均では 6 ヵ月

以上）。厚生労働省の調査では、日本の就労

移行支援事業所の平均就労率は 25%で 22)、

本研究の対象機関は利用者に多くの就労機

会をもたらしたと言えるだろう。また、日

本で行われた 2 つの IPS/援助付き雇用の

RCTにおいても、利用者の約半数が就労し

ており 6,23)、本研究は過去の知見と重なる結

果となった。就労期間については、日本の

精神障害者の就労に離職者が多いことが特

徴であり 24)、また就労者の約 25%が 1ヵ月

以内に離職したとするデータと比較すると
25)、本研究の対象者における就労期間は短

くないと考えられた。 

本研究では、12ヵ月間に一部の臨床アウ

トカムに関する尺度得点の変化を観察した。

特に GAFや LASMIなど機能を測定する尺

度ではその改善が報告された。一方、モチ

ベーションや QOL、ストレングス志向性に

は変化が見られず、心理的ウェルビーイン

グの下位尺度「人格的成長」では有意な低

下が見られた。統合失調症の利用者の就労

あるいは援助付き雇用型サービスの利用と

機能は、欧米の研究でも改善が報告されて

おり、本研究に限ったことではない 26)。一

方で、欧米では就労や援助付き雇用が主観

的な QOLやパーソナル・リカバリーの向上

に関係する可能性が示されているが、本研

究ではその関連は示さなかった 26)。障害者

雇用が進み、精神障害者の雇用機会が増加

する中、就労と生活に関する主観的なアウ

トカムの向上は必ずしも結びつかない可能

性があり、今後の課題となると示唆される。 

本研究の利用者は、就労の有無に関連す

る変数として、ベースライン時の LASMI

得点が低いこと（機能が高いこと）が示さ

れた。対象機関で社会的機能が比較的高い

利用者が就労しやすかった可能性がある。

ただし、他の尺度は就労アウトカムと関連

しておらず、LASMIも就労期間の長さとは

関連しなかったことから、機能の高低や就

労へのモチベーションの高低が全ての就労

アウトカムと関連しているとはいえないだ

ろう。 

サービスコード票を用いたプロセスデー

タの分析から、対象者 1 人あたりに費やさ

れた1対1換算のサービス提供時間は約118

時間であった。そのうち、20%以上が事業

所外のサービスであり、就労支援員による

サービスが 70%以上であった。一方、集団

プログラムの割合が約半分を占め、必ずし

も個別支援だけに多くの時間が割かれてい

たわけではなかった。日本の文化において

は集団サービスにも有効性があるかもしれ

ない。他方、本研究の対象機関は精神科デ

イケアが含まれており、精神科デイケアの

診療報酬は集団サービスを前提としている。

また、他の対象機関の事業種別である就労

移行支援事業や生活訓練事業の報酬単価は、

個別サービスと集団サービスによって違い

がない。よって、集団サービスに長い時間

が費やされている側面には、経営的な側面
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もあるかもしれないと考えられた。 

12ヵ月間のサービスコードデータの経時

的な推移をみると、特に最初の 3 ヵ月間に

多くのサービスが提供されており、その後、

就労者の増加とともに 9 ヵ月目以降にサー

ビス量が減っていた。ここには 2 つの理由

があると推測される。第 1 に、対象者の就

労のための集中的なサービスは長期的に継

続されるものではなく、支援開始初期に行

われることがあげられる。第 2 には、就労

後のサービスはコンタクト頻度が減り、ま

た全ての対象者に継続支援が必要でないこ

とである。前者について、英国での IPS-LITE

では IPS 型の集中的なサービスを利用者に

提供するのは 9 ヵ月としており、本研究も

その知見を実証的なプロセス調査の側面か

ら支持するものとなった 27)。 

本研究はいくつかの限界を抱える。まず、

調査者にとって負担の大きいサービスコー

ド調査を包含したため、各機関からのエン

トリー数は限られていた。また、GAF や

LASMIといった他者評価の尺度は、マスキ

ングされた評価者によって実施されていな

かった。これらの限界から、本研究は特に

臨床アウトカムの検証に関するサンプルサ

イズの不足や観測者バイアスが存在する可

能性がある。 

 

E．結論 

【中小企業との連携強化方法の提示】 

今回の研究の成果を活用し，社会保険

労務士との連携を進めることによって、

中小企業におけるメンタルヘルスが大

きく改善する可能性がある。 

 

【短期間のリワークプログラムモデルの開

発】 

短期型リワークプログラムと既存型リワ

ークプログラムの両群において、プログラ

ム開始からの３ヵ月間で復職準備性、抑う

つ症状、QOLの改善が認められた。プログ

ラムによる効果の違いとしては、プログラ

ム開始前により QOLが低かった既存型プ

ログラム参加者において、より３ヵ月間の

QOLの改善が大きかったが、社会機能、復

職準備性、抑うつ症状の変化については両

群で差が認められなかった。 

今回の結果から、短期型リワークプログ

ラムは、その効果において、既存型リワー

クプログラム非劣性であり、今後開発を進

めていく意義があると考えられる。 

 

【地域における諸機関との連携の標準化】 

・３年間の調査・研究により治療機関と他

院主治医と事業場との連携の実態を明らか

にすることができ、より効果的な連携方法

の具体的ツールの作成をすることができた。 

・発達障害や双極性障害の疾患を有する社

員の休職・復職のケースが事例化しやすく

医療機関側からの支援の必要性が明らかに

なった。 

・事業場が希望する連携は、復職前/復職時

に本人の特性を基にした業務・職場への配

慮事項について書面や診察面談によって行

うことであった。 

・こうした連携による支援を今後確立的な

ものにしていくためにも、経済的な対価を

得て、連携できるリワーク・コーディネー

ターのようなスタッフを確保することが必

要である。 
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【疾病・服薬の運転技能への影響の検討】 

運転適性判断においては、一律の規定で

はなく、複合的要因に配慮した総合的な判

断が必要であると考えられた。現状の厳罰

化法制度や添付文書記載には、議論の余地

があることを示しており、証左に基づいた

検討が期待される。 

  

【文献レビュー】 

文献レビューの対象論文を変更して、再

度作業を進めている。 

 

【再休職状況の把握】 

今後、再休職時のストレス要因を確認す

るために、今回作成されたシートを使用す

ることができる。 

 

【リワークプログラム利用群と非利用群の

比較】 

1) リワークプログラム利用群の長期予後 

Kaplan-Meier法で推定した就労継続期間 

中央値は 3.29年、平均値は 4.75年であった。

学歴が低いものや職位が低いものは、高い

ものと比較して就労中断しやすい傾向があ

る。復職後比較的早い時期に重点的なサポ

ートを行うことが必要と考えられた。 

2) リワークプログラム利用者の就労予後

に関する大規模調査 

 復職後少なくとも１年間、復職者の経過

を慎重に観察し、支援を行う必要性が示さ

れた。 

3) リワークプログラム利用者と非利用者

の復職後の就労継続状況の比較 

リワークプログラム利用者と非利用者の

復職後の就労継続状況の比較により、リワ

ークプログラム利用者の再休職予防効果が

示された。 

 

【リワークプログラムの費用と効果に関す

る医療経済的研究】 

本研究においては、労働生産性は臨床的

症状の回復の程度と時間的にズレがあり、

復職後にゆるやかに改善することが示され

た。 

 

【リワーク指導マニュアルの RCT】 

 本３年間の研究では、リワークマニュア

ルを実用的なものに改訂することができた。 

 少数例での無作為割り付け試験の結果で

は、復職継続率、復職までの期間、復職準

備性の改善に差異は認めなかったが、マニ

ュアルを使用することで抑うつ症状の改善

が大きい可能性があった。 

 

【リワーク施設職員の研修体制および評価

に関する研究】 

本年度は、リワークプログラムの均てん

化に向け①リワークスタッフ向けの教育・

研修会の開催、②研修テキストの作成、③

研修会講師の養成、④スタッフ認定制度の

創設、等具体的な施策の方法を検討し実施

した。今後、スタッフ認定制度や実地研修

が進むことでより質の高い支援体制を各地

で整えることが可能になると考えられる。 

 

【リワークプログラムの多様化に対応した

プログラムのモデル化】 

明らかされた問題点に焦点付けた、本質

的な部分でリワークプログラムを安定して

続けていくために必要な標準的中核プログ

ラムと施設基準を示したガイドラインとな
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る書籍の発行を目指し、原稿を完成させた。 

 

【発達障害の特徴を有する対人関係障害者

へのリワーク支援の系統化】 

今回作成された資料を、リワークスタ

ッフによる、発達障害の特徴を有する対

人関係障害者への支援に用いることが

できる。 

 

【医療機関から精神保健福祉士等がアウト

リーチを行うことの有効性についての検

討】 

援助付き雇用型サービスは利用者に多く

の就労機会や長い就労期間、機能の改善を

もたらす可能性がある。一方で、日本の文

化では就労が利用者の主観的な生活の質や

ウェルビーイングの向上に必ずしも結びつ

かない可能性があり、今後の課題となった。

プロセスデータの解析から、本調査のよう

に就労アウトカムに関する高い効果をもた

らすサービスには事業所外でのサービスが

含まれることを明らかにしたが、集中的な

サービスは 9 ヵ月目までに提供されていた。 

 

F．健康危険情報 

該当なし 

 

G.研究発表 

1.論文発表 

【中小企業との連携強化方法の提示】 

奥山真司,大谷真,秋山剛．特集 職域におけ

る心理教育ツールの開発．最新精神医学．
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2.学会発表 

【中小企業との連携強化方法の提示 およ

び 文献レビュー】 

1) Tsuyoshi Akiyama: Re-work program: 

Forgotten support for normal recovery to 

workplace. Wo r ld  P s yc h i a t r i c  

A s s o c i a t i o n .   M a d r id ,  S p a in ,  

9 . 1 4 -1 8 ,  2 0 1 4 .  

2) Tsuyoshi Akiyama ： Re-work program: 

Recovery facilitation and relapse 
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